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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
１【主要な経営指標等の推移】 

  

  
 （注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。 
    ２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載していない。 
    ３．第56期の連結経営指標等の株価収益率については、１株当たり当期純損失を計上しているため記載していない。 
    ４．第54期の株価収益率および配当性向については、当期純損失を計上しているため記載していない。 
    ５．従業員数は、就業人員数を表示している。 
    ６．第55期から、１株当たり純資産額および１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失の算定にあたっては、「１株当たり当期純利益

に関する会計基準」（企業会計基準第２号）および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４
号）を適用している。 

    ７．第58期から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関
する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用している。 

  

回次 第54期 第55期 第56期 第57期 第58期 

決算年月 平成14年６月 平成15年６月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月

（1）連結経営指標等      

売上高 (百万円) 36,685 40,083 40,524 42,207 46,251 

経常利益 (百万円) 1,342 1,268 142 2,177 2,364 

当期純利益又は当期純損失(△) (百万円) △444 75 35 911 1,120 

純資産額 (百万円) 27,978 26,966 26,974 27,511 29,781 

総資産額 (百万円) 49,914 52,592 52,134 55,594 58,033 

１株当たり純資産額 (円) 1,018.20 1,008.42 1,021.22 1,040.91 1,093.51 

１株当たり当期純利益又は１株当たり
当期純損失(△) (円) △16.17 0.47 △0.19 32.30 42.29

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 (円) － － － － －

自己資本比率 (％) 56.0 51.3 51.7 49.5 49.7 

自己資本利益率 (％) △1.56 0.27 0.13 3.35 3.98 

株価収益率 (倍) － 1,948.94 － 28.30 22.61 

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 2,287 4,541 2,085 △661 4,391

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △2,107 △1,262 △454 14 △3,111

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △334 △2,397 △1,733 △754 867

現金及び現金同等物の期末残高 (百万円) 5,688 6,569 6,473 5,076 7,220 

従業員数 (人) 1,545 1,601 1,729 1,809 1,975 

（2）提出会社の経営指標等           

売上高 (百万円) 35,340 38,581 35,443 37,186 36,914 

経常利益 (百万円) 1,145 883 591 1,727 1,787 

当期純利益又は当期純損失(△) (百万円) △376 97 283 813 828 

資本金 (百万円) 11,392 11,392 11,392 11,392 11,392 

発行済株式総数 (千株) 27,500 27,500 27,500 27,500 27,500 

純資産額 (百万円) 27,642 26,623 26,917 27,412 28,452 

総資産額 (百万円) 46,535 47,264 45,224 48,230 50,271 

１株当たり純資産額 (円) 1,005.97 995.54 1,019.09 1,037.15 1,078.68 

１株当たり配当額 
(うち１株当たり中間配当額) (円)

10.00
(5.00)

10.00
(5.00)

10.00
(5.00)

10.00 
(5.00) 

10.00
(5.00) 

１株当たり当期純利益又は１株当たり
当期純損失(△) (円) △13.71 1.56 9.33 28.75 31.42

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 (円) － － － － －

自己資本比率 (％) 59.4 56.3 59.5 56.8 56.6 

自己資本利益率 (％) △1.34 0.36 1.06 2.99 2.97 

株価収益率 (倍) － 587.18 96.14 31.79 30.43 

配当性向 (％) － 641.0 107.2 34.8 31.8 

従業員数 (人) 1,240 1,250 1,228 1,233 1,269 



２【沿革】 
  

 昭和24年６月 石川県金沢市七宝町15番地（現 武蔵町17番8号）に、澁谷商店を改組して、澁谷工業株式会社を設立 

 昭和27年10月 石川県金沢市に大豆田工場（現 本社工場）を設置 

 昭和39年８月 澁谷工業販売㈱を吸収合併し、東京都杉並区に東京営業部（現 プラント営業東京本部）および兵庫県西宮市に西宮

営業部（現 プラント営業関西本部）を設置 

 昭和40年11月 石川県金沢市に糸田工場を設置 

 昭和46年２月 進和機械㈱（現 シブヤ精工㈱）を取得 

 昭和53年６月 本社を金沢市大豆田本町甲58番地に移転 

 昭和57年２月 名古屋証券取引所市場第二部に上場 

 昭和60年３月 東京証券取引所市場第二部に上場 

 昭和60年７月 石川県金沢市に出雲工場（現 メカトロ工場）を設置 

 昭和61年７月 ㈱新光製作所、シブヤマシン㈱、シブヤ機電㈱および㈱立花製作所を吸収合併し、群馬県高崎市に高崎工場および

東京都新宿区に新宿工場を設置 

        合併に伴い㈱タチバナ工業を取得 

 昭和61年12月 東京証券取引所、名古屋証券取引所市場第一部銘柄に指定 

 昭和62年８月 糸田工場を集中生産のため本社工場に移設 

 昭和63年８月 東京営業部（現 プラント営業東京本部）を東京都杉並区から新宿区へ移転 

 平成３年１月 米国カリフォルニア州にシブヤインターナショナルインコーポレーテッドを設立 

 平成５年３月 シブヤマシナリー㈱を設立 

 平成５年10月 シブヤマシナリー㈱がシブヤ精機㈱と能登機械㈱を吸収合併 

        ㈱タチバナ工業の商号をシブヤ医薬機㈱に変更 

 平成８年４月 シブヤ医薬機㈱から業務の移管を受け埼玉県蕨市に蕨工場を設置し、同社の商号をエス・ビー・ワイ機工㈱（現 シ

ブヤ機工㈱）に変更 

 平成11年８月 蕨工場を廃止 

 平成12年８月 ㈱シブヤパーツ（現 シブヤシーエス㈱）を設立 

 平成12年９月 石川県金沢市にＲＰシステム森本工場を設置 

 平成14年８月 ㈱テクノ工業を取得 

 平成15年８月 シブヤマシナリー㈱が石井工業㈱（現 エスアイ精工㈱）を取得 

 平成16年５月 シブヤＥＤＩ㈱を設立 

 平成16年９月 ㈱ニークを取得 

 平成17年７月 米国バージニア州にシブヤホールディングスコーポレーションを設立 

        シブヤホールディングスコーポレーションが米国バージニア州のホップマンコーポレーションを取得 

  

  



３【事業の内容】 
  
   当社グループ（当社および当社の関係会社）は、当社、子会社11社および関連会社２社で構成され、パッケージングプラント

事業、メカトロシステム事業にかかる製品の製造販売を主要な事業としている。 

   当連結会計年度において、当社は米国に持株会社のシブヤホールディングスコーポレーションを設立し、同社がホップマンコ

ーポレーションの株式を取得したことにより両社が連結子会社となり、これに伴い、ポップマンコーポレーションが３分の１の

持分を所有しているホップマンプロパティズゼネラルパートナーシップを持分法適用会社とした。また、従来資産の運用を行っ

ていた子会社のエス・ビー・ワイ機工株式会社はシブヤ機工株式会社に名称を変更し、パッケージングプラント製品にかかる機

械組立ならびに部品加工を行うこととした。 

   なお、子会社のシブヤＥＤＩ株式会社は、人材派遣業および旅行代理業を事業目的としている。 

   各事業における当社グループ各社の位置付けなどは、次のとおりである。 

  

  
  

事業区分 主要製品 会社名 

パッケージングプラント事業 
  
  
  

洗浄機、殺菌機、充填機、キャッ

ピング機、ラベル貼機、函入函出

積荷機、コンベア、製函機、函詰

封かん機、農業用選果・選別シス

テムなど 

当社 
シブヤマシナリー株式会社 
シブヤシーエス株式会社 
シブヤインターナショナルインコーポレーテッド

ホップマンコーポレーション 
株式会社テクノ工業 
エスアイ精工株式会社 
シブヤ機工株式会社 
金沢システムハウス株式会社 
ホップマンプロパティズゼネラルパートナーシップ 

メカトロシステム事業 
  
  

レーザ加工機やレーザマーキング

システムなどのレーザ応用システ

ム、ハンダボールマウンタなどの

半導体製造システム、レーザ手術

および治療装置や人工透析システ

ムなどの医療機器、発酵処理機や

ろ過脱水機などの環境設備システ

ム、高速混気ジェット洗浄機など 

当社 
シブヤマシナリー株式会社 
株式会社ニーク 
シブヤ精工株式会社 



 
  

 



４【関係会社の状況】 
  

 （注）１．主要な事業の内容には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。 
    ２．特定子会社に該当する。 
    ３．債務超過会社であり、債務超過の金額は平成18年６月末時点で530百万円である。 
    ４．ホップマンコーポレーションが３分の１の持分を所有するパートナーシップであるため、資本金および議決権の所有割合は記載していな

い。 
    ５．議決権の所有割合の（  ）内は、間接所有割合で内数であり、[  ]内は緊密な者または同意している者の所有割合で外数である。 
    ６．各連結子会社については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合がそれぞれ100分の10以下であるた

め主要な損益情報等の記載を省略している。 

 

名称 住所 資本金 
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の所有
割合(％) 

関係内容 

役員の
兼任等 営業上の取引 

設備の 
賃貸借 

債務
保証 

（連結子会社）              

シブヤマシナリー㈱ 
（注）２． 

石川県 
金沢市 730  

パッケージング
プラントおよび
メカトロシステ
ム 

 
[
50.2
23.7

 
] 有

当社製品の販
売および同社
製品の購入 

有 有

シブヤシーエス㈱ 石川県 
金沢市 

 
50  
 

パッケージング
プラント  100.0 有

当社製品のメ
ンテナンスお
よびアフター
サービス部品
の製作ならび
に供給 

有 －

シブヤインターナショナ
ルインコーポレーテッド 

米国 
カリフォ
ルニア州 

千米ドル

1,000  
 

パッケージング
プラント  100.0 有

当社製品の販
売 － －

㈱テクノ工業 鳥取県 
鳥取市 

 
70  
 

パッケージング
プラント  95.0 有

同社製品の購
入 － 有

エスアイ精工㈱ 
（注）３． 

愛媛県 
松山市 

 
450  
 

パッケージング
プラント 

 
(
100.0
100.0

 
) 有

同社製品の購
入 有 －

シブヤ機工㈱ 石川県 
金沢市 

 
80  
 

パッケージング
プラント 

 
  100.0 有

当社製品の組
立および部品
加工 

有 有

㈱ニーク 東京都 
世田谷区 300  

メカトロシステ
ム  58.3 有

同社製品の開
発受託等 － －

ホップマンコーポレーシ
ョン 

米国 
バージ 
ニア州 

千米ドル

2,715  
 

パッケージング
プラント 

 
(
100.0
100.0

 
) 有

同社製品の購
入 － 有

シブヤホールディングス
コーポレーション 

米国 
バージ 
ニア州 

千米ドル

6,000  
 
全社  

  100.0 有 － － －

シブヤ精工㈱ 石川県 
金沢市 

 
20  
 

メカトロシステ
ム 

 
  100.0 有

当社グループ
に対し建物を
賃貸 

－ 有

シブヤＥＤＩ㈱ 石川県 
金沢市 

 
30  
 
全社  100.0 有

当社グループ
への人材派遣
など 

有 －

（持分法適用関連会社）              

金沢システムハウス㈱ 石川県 
金沢市 10  

パッケージング
プラント 

 
[
40.0
10.0

 
] 有

当社製品に組
み込むソフト
ウェアの制作 

－ 有

ホップマンプロパティズ
ゼネラルパートナーシッ
プ（注）４． 

米国 
バージ 
ニア州 

－  
パッケージング
プラント  －  －

当社グループ
に対し建物を
賃貸 

－ －



５【従業員の状況】 
  
 （１）連結会社の状況 

  （注）従業員数は就業人員数を記載している。 
  
  
 （２）提出会社の状況 

  （注）１．従業員数は就業人員数を記載している。 
     ２．平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでいる。 
  
  
 （３）労働組合の状況 
  
     労使関係は安定しており、特記すべき事項はない。 
  
  
  

平成18年６月30日現在 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

パッケージングプラント事業 1,498 

メカトロシステム事業 380 

全社（共通） 97 

合計 1,975 

平成18年６月30日現在 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

1,269 36.9 13.9 5,860,419 



第２【事業の状況】 
  
１【業績等の概要】 
（１）業績 

    当連結会計年度におけるわが国経済は、前半、ＩＴ関連分野を中心とした在庫調整により、景気は一時足踏み状況にあった

ものの、夏場以降、企業収益の伸びに支えられ、設備投資や個人消費の堅調な増加傾向に加え、輸出も好転に向かうなど、自

立的な拡大基調で推移した。 

 このような状況のなか、当社グループ（当社、連結子会社および持分法適用会社）の連結売上高は連結子会社が増えたこと

もあり、前連結会計年度より40億44百万円増加し462億51百万円（前連結会計年度比9.6％増）となった。損益面については、

パッケージングプラント事業において、前連結会計年度に比べ中速機が伸びたものの、大型高速プラントが減少したため、厳

しい価格競争の影響を受け、売上原価率が0.8ポイント上昇し、売上原価は379億36百万円となった。また、販売費及び一般管

理費も、連結子会社が増えたことなどにより増加し63億31百万円となった結果、営業利益は３億73百万円減少し19億83百万円

（前連結会計年度比 15.8％減）となった。また、営業外収益として、株式運用による売却益４億83百万円などがあったことか

ら、経常利益は１億87百万円増加し23億64百万円（前連結会計年度比8.6％増）となった。さらに特別利益として、相互持合株

式の売却益87百万円、ＲＰシステム森本第二工場の建設に伴う助成金１億48百万円などを計上し、特別損失として、過年度役

員退職引当金繰入２億78百万円、長期前払費用評価損96百万円などを計上した結果、当期純利益は11億20百万円(前連結会計年

度比 23.0％増）となった。 

  

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりである。 

（パッケージングプラント事業） 

酒類用プラントは洋酒用およびビール用が引き続き低迷し、また、焼酎ブームにより堅調に推移していた焼酎用も設備投

資が一巡したこともあり前連結会計年度を下回ったが、清酒用において、大型プラントが寄与したため大幅に伸長した。ま

た、薬品・化粧品用プラントは、薬品用で世界最高速のドリンクラインなどがあったことから増加した。しかしながら、食

品用プラントにおいて、調味料用が比較的堅調に伸びたものの、飲料用が設備投資に慎重姿勢がみられたことや、大型プラ

ントが翌連結会計年度以降に延びたこともあり、大幅に減少した。その結果、連結売上高は335億48百万円（前連結会計年度

比1.2％増）、営業利益は28億14百万円（前連結会計年度比29.9％減）となった。 
  
（メカトロシステム事業） 

半導体製造装置はパソコン、デジタル家電、携帯電話などがけん引となり、半導体業界全体が活況であったため、国内で

はフリップチップボンダを中心に伸び、海外でも、最新型12インチウエハ用ボール搭載装置を投入し、台湾、韓国、欧州向

けにボールマウンタなどが大幅に伸長した。切断加工機は従来の板金業界は横這いであったものの、電子部品材料用の切断

加工など特殊な新規分野への開拓に取組み、売上を伸ばした。医療機器は、透析に関する薬価の改正が行われなかったため

設備投資が影響を受けなかったこと、また海外向けの透析装置が伸びたため増加した。また、環境設備は、天ぷら方式有機

廃棄物処理システム（ＳＯＦＹＳ）の大型プラントが寄与したため大幅に売上が増加した。その結果、連結売上高は127億３

百万円(前連結会計年度比40.2％増)、営業利益は６億30百万円（前連結会計年度は営業損失２億86百万円）となった。 

 



  

（２）キャッシュ・フロー 

    当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況については次のとおりである。 
  
   （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、43億91百万円の資金増加（前連結会計年度は６億61百万円の資金減少）となっ

た。これは主に、税金等調整前当期純利益が21億53百万円となり、減価償却費12億26百万円を計上し、前受金が９億73百万

円減少したものの、売上債権が31億81百万円、たな卸資産が２億30百万円減少したことによるものである。なお、法人税等

の支払額は15億45百万円となった。 
  
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、31億11百万円の資金減少（前連結会計年度は14百万円の資金増加）となった。こ

れは主に、投資有価証券の売却と取得による差額が５億69百万円収入増となったものの、有形および無形固定資産の取得に

よる支出が29億78百万円、子会社株式の取得による支出が３億38百万円あり、定期預金の預入と払出との差額による４億円

の収入減があったことによるものである。 
  

   （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、８億67百万円の資金増加（前連結会計年度は７億54百万円の資金減少）となっ

た。これは主に、借入金の返済による支出が64億49百万円あったものの、借入金による収入が76億７百万円あったことによ

るものである。 
  
これらの結果、現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度末より21億43百万円増加し72億20百万円（前連結会計年

度比42.2％増）となった。 

 



  
２【生産、受注及び販売の状況】 

（１）生産実績 

    当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  （注）１．金額は販売価額によっており、セグメント間の取引については相殺消去している。 
     ２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。   
  
（２）受注状況 
    当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  （注）上記の金額には、消費税等は含まれていない。 
  

（３）販売実績 
    当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  （注）１．セグメント間の取引については相殺消去している。 
     ２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 
     ３．主な相手先別の販売実績および総販売実績に対する割合は、次のとおりである。 

  
  
  
３【対処すべき課題】 
   今後の見通しについては、米国景気の減速や原燃料の高騰といった不安要因があるものの、設備投資、個人消費など内需拡大

が続くものと見込まれる。 
   このような状況のなかで、なお一層の業績向上のため、次の諸施策を推進する。 
  
（１）パッケージングプラント事業 
  ① 現在のボトリングシステム製品の国内市場シェアの維持 
  ② ボトリングシステムの後工程となる包装システムの競争力アップ 
  ③ 海外への拡販のための拠点づくりと市場のニーズにマッチした製品の開発 
  
（２）メカトロシステム事業 
  ① 国内はもとより海外市場への一層の展開を図り、米国およびアジア市場に販売代理店の設置など販売網の構築・拡大 
  ② ＳＡＭＡＣＳ（新洗浄システム）、ＥＰＯＣＳ（水素ガス切断システム）、ＳＯＦＹＳ（天ぷら方式有機廃棄物処理システ

ム）、ＪＥＳＴＯＳ（過熱水蒸気式焼成機・調理システム）の拡販 
  ③ 競争力を高めるローコスト製品の開発 
  

 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

 パッケージングプラント事業 32,101 △ 1.7 

 メカトロシステム事業 12,158 ＋34.7 

合計 44,260 ＋ 6.2 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％) 

 パッケージングプラント事業 34,488 △ 2.0 19,033 ＋ 5.2 

メカトロシステム事業 12,231 ＋34.6 3,318 △12.4 

合計 46,720 ＋ 5.5 22,352 ＋ 2.1 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

 パッケージングプラント事業 33,548 ＋ 1.2 

 メカトロシステム事業 12,703 ＋40.2 

合計 46,251 ＋ 9.6 

相手先 前連結会計年度 当連結会計年度 
金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

㈱アセプティック・システム 4,510 10.7 5,032 10.9 



４【事業等のリスク】 
   当社グループの経営成績、財政状態およびキャッシュ・フローの状況等の業績に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下

のようなものがある。 

   なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成18年６月30日）現在において当社グループが判断したもの

であるが、当社グループに関するすべてのリスクを網羅したものではない。 
  
（１）他社との競合について 

    当社グループの製品の販売は、その約90％が日本国内市場向けであり、販売は民間の設備投資の動向に大きく左右される。

そのような環境の中で当社グループは、国内外の競合メーカーと熾烈な受注獲得競争を行っており、取引条件などによって

は、業績に悪影響を与える可能性がある。 
  
（２）特定の業界の販売依存度について 

    当社グループの主力であるパッケージングプラント事業のうち飲料業界向けは、近年、連結売上高の約30％から40％を占め

ている。飲料業界における充填設備の投資は、容器の変化や消費者の嗜好の変化あるいは天候などにより、その設備投資動向

が左右されることがあり、業績に悪影響を与える可能性がある。 
  
（３）客先業界における法的規制などについて 

    当社グループは、製薬業界へパッケージングシステム製品を製造・販売し、また医療機器を製造・販売およびＯＥＭ供給し

ているが、これらの業界は医療保険行政の規制を受けており、当社グループ製品の市場および価格は直接・間接にその影響を

受けているものとみられる。今後の行政の動向により市場の縮小または価格下落となった場合、業績に悪影響を及ぼす可能性

がある。 

  
（４）農業用設備プラントにおける業界の環境について 

    当社グループのエスアイ精工株式会社は、主に農協に農業用設備プラントを製造・販売している。農協は、設備するにあた

り、ほとんどが国および地方公共団体の補助金を活用している。よって、農協の設備計画が農林水産省等の政策変更によって

左右され、同社の売上が減少した場合、業績に悪影響が及ぶ可能性がある。 

  
（５）製造物責任について 

    当社グループでは、製品の品質・性能に万全を期して各種製品を製造しており、ＰＬリスク検討を事前に実施することでＰ

Ｌ問題の未然防止を図っているが、すべての製品について欠陥が無く、問題が発生しないという保証はない。製造物責任賠償

については、保険に加入し、万一の事故に備えているが、この保険が賠償額を十分にカバーできるという保証はない。従っ

て、大規模な製造物責任につながるような製品の欠陥は、業績に悪影響を与える可能性がある。 

  
（６）保有有価証券について 

    当社グループは、余資の運用で優良な企業への投資および長期的な取引関係の維持のために特定の顧客および金融機関の有

価証券を保有しており、そのほとんどを株式が占めている。株式市況の変動により株価が上昇した場合には含み益が増大する

が、株価が大幅に下落した場合には、減損を余儀なくされ、業績に悪影響が及ぶ可能性がある。 
  
（７）法令違反容疑について 

    愛媛県は、当社グループの旧 石井工業株式会社（現 エスアイ精工株式会社）が柑橘選果設備を納入した農協の役員を「補

助金適正化法」違反で、また同社の前社長 石井徹氏（元 取締役顧問 平成17年６月30日付にて退任）をその幇助罪にあたる

として、平成16年３月に愛媛県警へ告発した。同県警はそれを受理し、平成16年４月末から捜査に乗り出し、関連の農協役員

および同氏に対して任意の事情聴取を行い、その事情聴取を終了した。しかしながら、未だ捜査途上であり、現時点では、そ

の結果を予測することは困難である。 
  
（８）機器製造基準について 

    当社グループは人工透析システムおよびレーザ治療装置等の医療機器を、国が定める基準に従い厚生労働省の承認を受け製

造・販売を行っているが、基準の改訂・変更等が行われそれに対応できない場合には、当社グループの機器の製造・販売に悪

影響を及ぼす可能性がある。 

 



  

５【経営上の重要な契約等】 
  
  当社グループが締結している重要な契約は、次のとおりである。 

  
 （注）１．有価証券報告書提出日現在において、ウールマン・パック・システムGmbH＆Co．KGとの販売代理店契約に係る契約期間は、平成18年７月

６日から平成19年７月５日までに更新している。 
    ２．エコステージエンジニアリング㈱に対しては、前払いロイヤルティとして396百万円支払済みであり、売上に応じて費用配分することと

している。なお、前払いロイヤルティについては、前事業年度および当事業年度にわたり契約期間中に費用配分することが困難と見込ま
れたため、その全額を評価損として計上している。 

  

 

契約会社名 相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間 

澁谷工業㈱ 
（当 社） 

横河電機㈱ 日本 ファクトリーオー
トメーション 

ファクトリーオートメーション
分野に関する業務提携契約 

自 平成18年４月２日
至 平成19年４月１日 

ウールマン・パッ
ク・システム 
GmbH＆Co．KG 

ドイツ ブリスター包装機 ブリスター包装機の日本国内に
おける独占販売代理店契約 

自 平成17年７月６日
至 平成18年７月５日 

シブヤマシナリー㈱ 
（連結子会社） 

エコステージエン
ジニアリング㈱ 日本 油温減圧式乾燥シ

ステム 
油温減圧式乾燥システムの製造
および販売に関する契約 

自 平成13年４月５日
至 平成20年４月４日 



６【研究開発活動】 

  当社グループ（当社および連結子会社）は、チャレンジ精神と技術革新を理念として、常に独創的な先端技術で多様化する顧客

ニーズにマッチした製品開発を進めている。 

  現在、研究開発は、当社企画・特許部を主管部門とした当社グループ全体の開発委員会を設け、市場情報、技術情報を一元管理

し効率的かつ戦略的に研究開発活動を推進している。 

  当連結会計年度における当社グループ全体の研究開発費は７億75百万円であり、事業の種類別セグメントの研究開発活動の状況

および研究開発費の金額は、次のとおりである。 

  
（１）パッケージングプラント事業 

   メカニカルなハンドリング技術を基本としたコンピュータ制御による自動高速パッケージングシステム、製品の高品質化に応

える無菌充填技術やＧＭＰ対応技術、包装形態の多様化に対応するロボット包装ライン、テラヘルツ波を応用した違法薬物・危

険物質の非開披探知装置、ファクトリーオートメーション関連などを中心に、当社、シブヤマシナリー㈱およびエスアイ精工㈱

が研究開発を行っている。 

   当連結会計年度の主な成果としては、当社グループがボトリングシステムの分野で長年培った搬送技術であるロータリー機構

を農業関連設備の選果機に応用し、従来機では困難であった落葉果実（リンゴ、柿等）の高速全周検査を高精度で可能にした高

速全周検査システム「ロータリー選果機」、ならびに自立できない不安定な形状の容器にラベルを貼り付けることのできる容器

供給装置付タックラベラAMR0928型などを開発した。 

   なお、当事業に係る研究開発費は２億40百万円である。 

  

（２）メカトロシステム事業 

   半導体製造システム、レーザ応用システムの研究開発は当社が単独で行っており、医療機器関連の研究開発は当社および㈱ニ

ークが行っている。また、環境設備システム関連および圧縮エアに水と粉体メディアもしくは洗浄液を混入し、対象物に吹付け

て汚れを洗浄する新洗浄システム「ＳＡＭＡＣＳ（サマックス）」関連の研究開発は、シブヤマシナリー㈱が行っている。 

   当連結会計年度の主な成果としては、半導体製造システムにおいて12インチウエハに対応したハンダボールマウンタSBP660型

およびウエハレベルパッケージに対応した高精度ダイボンダDB477型、ならびにＣ４工法に対応したフリップチップボンダSDM250

型を開発した。 

   レーザ応用システムにおいては、ウォータジェットの水柱にレーザ光を重畳して切断加工を行う国内初の複合加工機「ＬＡＭ

ＩＣＳ（ラミックス）」を開発した。本装置は、水冷効果によって熱影響や酸化反応のほとんどない切断加工を行うとともに、

水を流しながらの切断となるため、溶融粉による汚染やバリの発生を防止することができる。また、ウォータジェットでレーザ

をガイドするため、切断幅が狭く、通常のレーザ加工で発生する切断面の傾きがほとんど発生しないとともに、脆性材でもカケ

や割れのない切断加工を可能とした。 

   なお、当事業に係る研究開発費は５億34百万円である。 

 



  

７【財政状態及び経営成績の分析】 

   文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成18年６月30日）現在において当社グループが判断したものであ

る。 

  

（１）重要な会計方針及び見積り 

   当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されている。この連

結財務諸表の作成に当たって採用している重要な会計方針は「第５経理の状況 １ 連結財務諸表等 （1）連結財務諸表 連結財

務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載されているとおりである。 

   当社は連結財務諸表の作成において、過去の実績やその時点で入手可能な情報に基づいた合理的と考えられるさまざまな要因

を考慮したうえで見積りおよび判断を行っているが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異な

る場合がある。 

  

（２）当連結会計年度の経営成績の分析 

   当連結会計年度の概況については、「第２ 事業の状況 １業績等の概要 （1）業績」に記載している。 

  ① 売上高 

    当連結会計年度の売上高については、「第２ 事業の状況 １業績等の概要 （1）業績」に記載している。 

  

  ② 売上原価、販売費及び一般管理費 

    当連結会計年度の売上原価は、前連結会計年度に比べ売上原価率が0.8ポイント上昇し82.0％となり379億36百万円となっ

た。また、当連結会計年度の販売費及び一般管理費は、前連結会計年度に比べ７億44百万円増加し63億31百万円となった。 

  

  ③ 営業利益 

    当連結会計年度の営業利益は、パッケージングプラント事業において、大型高速プラントが減少したため厳しい価格競争の

影響を受けたこと、また連結子会社が増加したことなどにより販売費及び一般管理費が増加した結果、19億83百万円（前連結

会計年度比15.8％減）となった。 

    パッケージングプラント事業の営業利益は、前連結会計年度より12億３百万円減少し28億14百万円（前連結会計年度比

29.9％減）となった。 

メカトロシステム事業の営業利益は、前連結会計年度より９億16百万円増加し６億30百万円（前連結会計年度は営業損失２

億86百万円）となった。 

  

  ④ 営業外収益 

    当連結会計年度の営業外収益は、前連結会計年度より４億34百万円増加し７億19百万円となった。主なものは、株式運用に

よる売却益４億83百万円、受取配当金61百万円である。 

  

  ⑤ 営業外費用 

    当連結会計年度の営業外費用は、前連結会計年度より１億25百万円減少し３億38百万円となった。主なものは、支払利息１

億10百万円、たな卸資産評価損１億18百万円である。 

  

  ⑥ 経常利益 

    当連結会計年度の経常利益は、前連結会計年度より１億87百万円増加し23億64百万円（前連結会計年度比8.6％増）となっ

た。売上高経常利益率は5.1％となり、前連結会計年度に比べ0.1ポイント減少した。 

  

  ⑦ 特別利益 

    当連結会計年度の特別利益は、前連結会計年度より２億26百万円増加し２億52百万円となった。主なものは、相互持合株式

の売却益87百万円、ＲＰ森本第二工場の建設に伴う助成金１億48百万円である。 

 



  ⑧ 特別損失 

    当連結会計年度の特別損失は、前連結会計年度より１億57百万円減少し４億63百万円となった。主なものは、長期前払費用

評価損96百万円、過年度役員退職引当金繰入２億78百万円である。 

  

  ⑨ 税金等調整前当期純利益 

    当連結会計年度の税金等調整前当期純利益は、前連結会計年度より５億71百万円増加し21億53百万円（前連結会計年度比

36.1％増）となった。 

                                                                                                  

  ⑩ 当期純利益 

    当連結会計年度の当期純利益は、前連結会計年度より２億９百万円増加し11億20百万円（前連結会計年度比23.0％増）とな

った。なお、１株当たり当期純利益は42円29銭（前連結会計年度は32円30銭）となった。 

  

（３）流動性及び資金の源泉 

  ① 財政状態 

    当連結会計年度末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ24億39百万円増加し580億33百万円となった。 

    流動資産は３億96百万円減少し305億21百万円、固定資産は28億35百万円増加し275億11百万円となった。流動資産の減少の

主な要因は、現金及び預金が25億43百万円増加したものの、売上債権が31億1百万円減少したことによるものであり、固定資産

の増加の主な要因は、有形固定資産における建物及び構築物の増加12億61百万円、土地の増加４億４百万円、無形固定資産に

おける連結調整勘定の増加４億83百万円、投資その他の資産における投資有価証券の増加９億53百万円によるものである。 

    負債合計は、前連結会計年度末に比べ11億16百万円増加し282億51百万円となった。流動負債は７億29百万円減少し186億71

百万円となり、固定負債は18億45百万円増加し95億80百万円となった。流動負債の減少の主な要因は、仕入債務が１億51百万

円、短期借入金が３億75百万円それぞれ増加したものの、未払法人税等が２億94百万円、その他負債が10億27百万円それぞれ

減少したことによるものである。固定負債の増加の主な要因は、長期借入金が12億11百万円、退職給付引当金が３億22百万円

それぞれ増加したこと、また役員退職引当金２億83百万円を新たに計上したことによるものである。 

    純資産合計は、前連結会計年度末の少数株主持分及び資本合計に比べ13億22百万円増加し、297億81百万円となった。主な要

因は、利益剰余金が７億97百万円、その他有価証券評価差額金が５億49百万円増加したことによるものである。 

    この結果、自己資本比率は、前連結会計年度より0.2ポイント上昇し49.7％となり、１株当たり純資産額は、52円60銭増加し

1,093円51銭となった。 

  

  ② キャッシュ・フロー 

    当連結会計年度のキャッシュ・フローは、「第２事業の状況 １業績等の概要 （2）キャッシュ・フロー」に記載してい

る。 

  

  ③ 財務政策 

    当社グループは、売上債権およびたな卸資産の圧縮等資金の効率を高め、財務基盤の健全化に努めており、運転資金および

設備資金については、内部資金の活用を基本とし、借入れによる資金調達は最小限に留めている。平成18年６月30日現在、短

期借入金の残高は30億51百万円、長期借入金の残高は28億24百万円である。 

    当社グループは、総資産の50％前後の自己資本を有する健全な財政状態であり、営業活動により資金を生み出す能力も持っ

ていることから、当社グループの成長を維持するために将来必要となる運転資金および設備投資資金を創出・調達することが

可能と考えている。 

  

  



第３【設備の状況】 

  

１【設備投資等の概要】 

   当社グループ（当社および連結子会社）は、生産性および品質向上ならびに事務の合理化を目的とした設備投資を継続的に行

っている。当連結会計年度の設備投資（有形固定資産のほか無形固定資産を含む）の内訳は、次のとおりである。 

   主なものとして、パッケージングプラント事業においては、ＲＰシステム森本第二工場（当社）の建設、工作機械および工具

器具備品等の新設ならびに更新投資を、メカトロシステム事業においては、工具器具備品等の更新投資を実施した。また、全社

においては、将来の事業用地として金沢市湊に土地建物を取得し、賃貸の用に供している。 
   なお、所要資金については自己資金および借入金によっている。 
   当連結会計年度において、重要な設備の除却、売却等はない。 
  
  
２【主要な設備の状況】 
   当社グループ（当社および連結子会社）における主要な設備は、以下のとおりである。 
  
 （１）提出会社 

 

パッケージングプラント事業   1,985百万円 
メカトロシステム事業   257百万円 

消去又は全社   533百万円 

合 計   2,777百万円 

平成18年6月30日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 
帳簿価額（百万円）

従業員数
(人) 建物及び構

築物 
機械装置及
び運搬具 

土地
(面積㎡) その他 合計 

本社工場 
（石川県金沢市） 

パッケージン
グプラント事
業 

パッケージング
プラント生産設
備・研究開発施
設 

1,783 770
500

(12,643)
[12,009]

129 3,184 486

メカトロ工場 
（石川県金沢市） 

メカトロシス
テム事業 

メカトロシステ
ム生産設備・研
究開発施設 

864 101
1,339

(19,619)
327 2,631 245

ＲＰシステム 
森本工場 

（石川県金沢市） 

パッケージン
グプラント事
業 

パッケージング
プラント生産設
備・研究開発施
設 

2,414 107
1,801

(44,767)
229 4,552 170

高崎工場 
（群馬県高崎市） 

パッケージン
グプラント事
業 

パッケージング
プラント生産設
備・研究開発施
設 

151 83
150

(22,989)
17 401 116

本社 
（石川県金沢市） 

パッケージン
グプラントお
よびメカトロ
システム事業
ならびに全社
的管理業務 

その他設備 311 －
353

( 5,948)
46 711 157

東京営業部 
（東京都新宿区） 

パッケージン
グプラントお
よびメカトロ
システム事業 

その他設備 141 0
  167

( 1,527)
5 315 42

関西営業部 
（兵庫県西宮市） 

パッケージン
グプラントお
よびメカトロ
システム事業 

その他設備 50 0
   83
(  452)

3 137 46



 （２）国内子会社 

  
 （３）在外子会社 

  
  

（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具・器具及び備品と建設仮勘定の合計額である。なお、金額には消費税等を含んでいない。 
   ２．提出会社の本社工場の土地は、一部を賃借（賃借料年額は73百万円）しており、その面積については［  ］で外書きしている。 
   ３．シブヤマシナリー㈱津幡工場の設備には、提出会社が所有している土地480百万円（20,185㎡）を含んでおり、その一部211百万円（8,875

㎡）を提出会社から賃借している。 
   ４. シブヤマシナリー㈱七尾工場の設備には、提出会社が所有している建物及び構築物121百万円、機械装置４百万円、土地294百万円（4,860

㎡）を含んでおり、その全てを提出会社から賃借している。 
   ５．シブヤマシナリー㈱進和工場の設備には、連結子会社であるシブヤ精工㈱が所有している建物及び構築物390百万円、機械装置41百万円、

土地4百万円（3,730㎡）を含んでおり、その全てを同社から賃借している。 
   ６．ホップマンコーポレーションの建物および土地は、一部を賃借（賃借料年額は46百万円）しており、土地の面積については［  ］で外書

きしている。 
   ７．現在休止中の主要な設備はない。 
  
  
３【設備の新設、除却等の計画】 
   当社グループ（当社および連結子会社）の設備投資については、ユーザー密着型販売体制から収集した個々の客先の設備投資

動向や客先業界の動向あるいは一般経済情勢を考慮のうえ計画を立案することを基本とし、個々の投資案件については重要度や

緊急性などを総合的に勘案のうえ弾力的に計画、実行している。設備計画は、原則的に連結会社各社が個別に立案しているが、

連結グループ間で重複投資とならないよう提出会社で調整を図っている。 

   前連結会計年度末において計画中であった当社ＲＰシステム森本第二工場の建設は、平成17年10月に完了した。 

   なお、当連結会計年度において、新たに確定した重要な設備の建設、除却等の計画はない。 

平成18年6月30日現在

会社名 事業所名 

（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員
数(人)建物及び構

築物 
機械装置及
び運搬具 

土地
(面積㎡) その他 合計 

シブヤマシナリー㈱ 津幡工場 
(石川県津幡町) 

パッケージ
ングプラン
ト事業 

パッケージ
ングプラン
ト生産設
備・研究開
発施設 

411  86
949

(49,105)
47 1,495 132

シブヤマシナリー㈱ 七尾工場 
(石川県七尾市) 

パッケージ
ングプラン
ト事業 

パッケージ
ングプラン
ト生産設
備・研究開
発施設 

225 91
453

(12,880)
7 778 106

シブヤマシナリー㈱ 進和工場 
(石川県金沢市) 

メカトロシ
ステム事業 

メカトロシ
ステム生産
設備・研究
開発施設 

390 42
4

(3,730)
54 492 25

シブヤマシナリー㈱ 本社 
(石川県金沢市) 

パッケージ
ングプラン
ト事業 

その他設備 311 －
420

(1,213)
36 768 50

㈱テクノ工業 
本社 

(鳥取県鳥取市) 

パッケージ
ングプラン
ト事業 

パッケージ
ングプラン
ト生産設備 

33 9
40

(2,580)
1 85 28

㈱ニーク 
新潟研究所 
(新潟県栃尾市) 

メカトロシ
ステム事業 

メカトロシ
ステム生産
設備・研究
開発施設 

73 1
45

(32,719)
12 133 20

エスアイ精工㈱ 
本社 

(愛媛県松山市) 

パッケージ
ングプラン
ト事業 

パッケージ
ングプラン
ト生産設
備・研究開
発施設 

103 48
422

(6,255)
19 594 167

平成18年6月30日現在

会社名 事業所名 

（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員
数(人)建物及び構

築物 
機械装置及
び運搬具 

土地
(面積㎡) その他 合計 

ホップマンコーポレ
ーション 

本社 
（米国バージニア
州） 

パッケージ
ングプラン
ト事業 

パッケージ
ングプラン
ト生産設
備・研究開
発施設 

78 21 
－

[28,481]
12 113 102



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

   ①【株式の総数】 

   

   ②【発行済株式】 

  

  

（２）【新株予約権等の状況】 

     該当事項はない。 

  

  

（３）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

   （注）発行済株式総数および資本準備金の減少は、いずれも資本準備金による株式消却によるものである。 

  

  

（４）【所有者別状況】 

   （注）期末日現在自己株式を1,123,410株所有しているが、このうち1,123,400株（11,234単元）は「個人その他」の欄に、10株は「単元未満株
式の状況」の欄にそれぞれ含めて記載している。 

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 80,300,000 

計 80,300,000 

種類 
事業年度末現在発行数(株) 
(平成18年６月30日) 

提出日現在発行数(株) 
（平成18年９月28日) 

上場証券取引所名又 
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 27,500,315 27,500,315 

  東京証券取引所 
 （市場第一部） 
  
  名古屋証券取引所 
 （市場第一部） 

－ 

計 27,500,315 27,500,315 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額 
（千円） 

資本準備金残
高 
（千円） 

平成12年11月10日 △ 791 27,500 － 11,392,011 △ 695,289 9,812,785 

  平成18年６月30日現在 

区分 

株式の状況（１単元の株式数 100株） 
単元未満
株式の状
況（株） 

政府及び
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の 

法人 

外国法人等 個人その 
 他 

計 
個人以外 個人 

株主数 

(人) 
－ 39 31 192 36 3 3,630 3,931 －

所有株式

数 

(単元) 
－ 124,928 1,813 48,983 5,550 89 93,431 274,794 20,915

所有株式

数の割合 

（％） 
－ 45.46 0.66 17.83 2.02 0.03 34.00 100.00 －



  

（５）【大株主の状況】 

   （注）当社は自己株式1,123千株（4.09％）を所有しているが、上記大株主からは除外している。 

  

  

（６）【議決権の状況】 

   ①【発行済株式】 

   （注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式10株が含まれている。 

  

   ②【自己株式等】 

  

  

（７）【ストックオプション制度の内容】 

      該当事項はない。 

 

       平成18年６月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合(％) 

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内2丁目1番1号 2,201 8.01 

財団法人澁谷学術文化スポーツ振興財団 石川県金沢市武蔵町17番8号 1,851 6.73 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内1丁目6番6号 1,600 5.82 

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町1丁目13番1号 1,600 5.82 

澁谷工業取引先持株会 石川県金沢市大豆田本町甲58番地 1,323 4.81 

株式会社北國銀行 石川県金沢市下堤町1番地 1,315 4.78 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2丁目7番1号 1,238 4.51 

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地7丁目18番24号 1,120 4.07 

サッポロビール株式会社 東京都渋谷区恵比寿4丁目20番1号 971 3.53 

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内1丁目3番3号 925 3.36 

計 － 14,146 51.44 

  平成18年６月30日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

 無議決権株式 － － － 

 議決権制限株式（自己株式等） － － － 

 議決権制限株式（その他） － － － 

 完全議決権株式（自己株式等） 
  （自己保有株式） 
  普通株式  1,123,400

－ － 

 完全議決権株式（その他）   普通株式 26,356,000 263,560 － 

 単元未満株式   普通株式     20,915 － １単元（100株）未満の株式 

 発行済株式総数        27,500,315 － － 

 総株主の議決権 － 263,560 － 

  平成18年６月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合（％） 

（自己保有株式）        

澁谷工業株式会社 金沢市大豆田本町甲58番地 1,123,400 － 1,123,400 4.09 

計 － 1,123,400 － 1,123,400 4.09 



  

２【自己株式の取得等の状況】 

  【株式の種類等】 旧商法第221条第６項の規定に基づく普通株式の取得および会社法第155条第７号に該当する普通株式の取

得 

  

（１）【株主総会決議による取得の状況】 

      該当事項はない。 

  

（２）【取締役会決議による取得の状況】 
      該当事項はない。 

  

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

（注）当期間における取得自己株式には、平成18年９月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株式数は含めてい

ない。 

  

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

（注）当期間における保有自己株式には、平成18年９月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株式数は含めてい

ない。 

  

  

３【配当政策】 

    当社の配当政策は、将来の安定的な利益確保のために内部保留を充実することと、株主各位への配当も充実させ両方をバラ

ンス良く維持することを勘案のうえ、決定する方針を採っている。 

    このような基本方針に基づき、当期については、前期と同様期末配当金は１株当たり５円とし、年間配当金は中間配当金の

１株当たり５円と合わせ１株当たり10円とした。 

    内部留保金については、設備投資等の資金需要に備える方針である。 

 なお、当社は、「取締役会の決議により毎年12月31日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めて

いる。 

    （注）当期の中間配当に関する取締役会決議日 平成18年２月20日 

 

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円） 

当事業年度における取得自己株式 522 0 

当期間における取得自己株式 86 0 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数 
（株） 

処分価額の総額 
（百万円） 

株式数 
（株） 

処分価額の総額 
（百万円） 

引き受ける者の募集を行った取得自
己株式 

－ － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移
転を行った取得自己株式 

－ － － － 

その他 
（－） 

－ － － － 

保有自己株式数 1,123,410 － 1,123,496 － 



４【株価の推移】 

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

   （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

   （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

 

回次 第54期 第55期 第56期 第57期 第58期 

決算年月 平成14年６月 平成15年６月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 

最高（円） 850 957 1,045 1,001 1,510 

最低（円） 664 831 871 827 891 

月別 平成18年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

最高（円） 1,387 1,329 1,140 1,184 1,119 1,045 

最低（円） 1,250 1,060 1,063 1,061 1,010 930 



  

５【役員の状況】 

  

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 

所有株

式数 

(千株)

代表取締役

会長 

  

  

澁谷 亮治 昭和４年５月17日 昭和27年４月 当社 入社 

195  

昭和29年６月 専務取締役 

昭和48年８月 代表取締役社長 

昭和58年９月 代表取締役会長（現） 

平成５年３月 シブヤマシナリー㈱代表取締役 

平成10年９月 同社 取締役相談役（現） 

代表取締役

社長 

  

ＣＥＯ兼経

営計画推進

本部長 

澁谷 弘利 昭和６年９月19日 昭和28年４月 当社 入社 

240  

昭和29年６月 常務取締役 

昭和48年８月 代表取締役副社長 

昭和58年９月 代表取締役社長（現） 

平成５年３月 シブヤマシナリー㈱代表取締役 

平成10年９月 同社 取締役会長（現） 

平成18年７月 ＣＥＯ兼経営計画推進本部長（現） 

取締役副会

長 

  

経営計画推

進副本部長 

澁谷  進 昭和17年10月29日 昭和41年４月 当社 入社 

67  

昭和60年７月 プラント営業事業部長 

昭和60年９月 取締役 

昭和61年３月 常務取締役 

平成５年９月 専務取締役 

平成６年６月 メカトロ事業担当兼メカトロ生産本部

長 

平成10年７月 メカトロ事業部長兼精機本部長 

平成16年９月 ㈱ニーク代表取締役（現） 

平成17年８月 メカトロ事業部医療機本部長 

平成18年７月 取締役副会長（現） 

経営計画推進副本部長（現） 

専務取締役 

  

メカトロ事

業部長兼サ

イラス本部

長兼精機本

部長 

久保 尚義 

  

昭和16年６月20日 昭和40年４月 ㈱日本製鋼所 入社 

7  

昭和62年10月 当社 入社 

平成３年７月 メカトロ事業部営業副本部長 

平成３年９月 取締役 

平成４年９月 常務取締役 

平成10年７月 メカトロ事業部副事業部長 

サイラス本部長（現） 

平成18年７月 専務取締役（現） 

メカトロ事業部長兼精機本部長（現） 

専務取締役 

  

プラント営

業統轄本部

長 

小林 威夫 

  

昭和17年11月28日 昭和40年４月 当社 入社 

12  

昭和63年11月 プラント営業本部東京営業部長 

平成３年９月 取締役 

平成７年10月 プラント・化工機営業本部東京営業部

長 

平成10年９月 常務取締役 

プラント営業統轄副本部長 

平成18年７月 専務取締役（現） 

プラント営業統轄本部長（現） 



  

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 

所有株

式数 

(千株)

専務取締役 

  

プラント生

産統轄本部

長兼ＲＰシ

ステム本部

長 

中  俊明 昭和22年７月22日 昭和45年４月 ㈱電業社機械製作所 入社 

9  

昭和49年７月 当社 入社 

平成11年８月 プラント技術統轄本部技術本部長兼技

術Ⅰ部長 

平成11年９月 取締役 

平成16年10月 常務取締役 

プラント生産統轄本部技術本部長 

平成17年８月 プラント生産統轄副本部長 

ＲＰシステム本部長（現） 

平成18年７月 専務取締役（現） 

プラント生産統轄本部長（現） 

常務取締役 

  

プラント営

業統轄副本

部長兼本社

営業部長 

大筆 政雄 昭和19年７月４日 昭和38年２月 当社 入社 

11  

平成７年10月 プラント化工機営業本部関西営業部長 

平成８年９月 取締役 

平成10年９月 プラント営業統轄本部関西営業本部長 

平成15年９月 プラント営業統轄副本部長（現） 

平成15年10月 常務取締役（現） 

平成17年９月 本社営業Ⅰ部長 

平成18年７月 本社営業部長（現） 

常務取締役 

  

総務本部長 村田 善之 昭和22年４月４日 昭和41年３月 当社 入社 

6  

平成９年７月 総務部長 

平成９年９月 取締役 

平成12年８月 総務本部長（現） 

平成16年10月 常務取締役（現） 

常務取締役 

  

社長室長兼

財経本部長 

吉道 義明 昭和22年８月12日 昭和46年４月 荏原サービス㈱〔現在 荏原テクノサ

ーブ㈱〕 入社 

3  

昭和59年３月 当社 入社 

平成８年７月 経理部長 

平成11年９月 取締役 

平成12年８月 財経本部長（現） 

平成14年６月 社長室長（現） 

平成16年10月 常務取締役（現） 

取締役 

  

ＣＴＯ兼経

営計画推進

副本部長兼

プラント生

産統括本部

担当 

堂井 吉昭 昭和６年５月１日 昭和38年９月 金沢技研㈱ 入社 

152  

昭和47年３月 当社 入社 

昭和53年４月 取締役生産本部長 

昭和58年９月 常務取締役 

昭和61年３月 専務取締役 

平成４年７月 

  

生産部門全般担当兼業務本部長兼開発

本部長 

平成６年９月 取締役副会長 

生産部門全般担当 

平成18年７月 取締役（現） 

ＣＴＯ兼経営計画推進副本部長兼プラ

ント生産統括本部担当（現) 



  

  

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 

所有株

式数 

(千株)

取締役 

  

ＣＳＯ兼経

営計画推進

副本部長兼

プラント営

業統轄本部

担当 

平田 博刀 昭和14年２月12日 昭和34年４月 ㈱真美 入社 

16  

昭和39年９月 当社 入社 

昭和57年２月 西宮営業部長 

昭和62年９月 取締役 

昭和63年11月 プラント営業副本部長兼本社営業部長 

平成３年９月 常務取締役 

平成10年９月 専務取締役 

プラント営業統轄本部長 

平成18年７月 取締役（現） 

ＣＳＯ兼経営計画推進副本部長兼プラ

ント営業統轄本部担当（現） 

取締役 

  

ＣＴＯ兼経

営計画推進

副本部長兼

プラント生

産統括本部

担当 

北  義光 

  

昭和12年９月18日 昭和28年８月 当社 入社 

40  

昭和60年７月 プラント生産事業部長 

昭和60年９月 取締役 

平成３年９月 常務取締役 

平成12年８月 ＲＰシステム本部長 

平成15年10月 専務取締役 

プラント生産統轄本部長兼生産本部長 

平成18年４月 シブヤ機工㈱代表取締役社長（現） 

平成18年７月 取締役（現） 

ＣＴＯ兼経営計画推進副本部長兼プラ

ント生産統括本部担当（現) 

取締役 

  

ＣＴＯ兼経

営計画推進

副本部長兼

プラント生

産統括本部

担当 

小野  弘 

  

昭和15年５月15日 昭和35年２月 当社 入社 

27  

昭和60年７月 プラント生産事業部技術部長 

昭和62年９月 取締役 

平成３年９月 常務取締役 

平成13年７月 プラント技術本部長 

平成15年10月 

平成17年９月 

プラント生産統轄副本部長 

品質管理本部長 

平成18年７月 取締役（現） 

ＣＴＯ兼経営計画推進副本部長兼プラ

ント生産統括本部担当（現) 

取締役   

  

渡辺 英勝 昭和17年９月23日 昭和40年４月 当社 入社 

55  

昭和57年２月 経理部長 

昭和60年９月 取締役 

昭和61年３月 常務取締役 

平成３年９月 専務取締役 

平成７年10月 プラント・化工機営業本部長 

平成10年９月 取締役（現） 

シブヤマシナリー㈱代表取締役（現） 

平成15年８月 石井工業㈱〔現在 エスアイ精工㈱〕 

代表取締役（現） 

取締役   上領 英之 昭和５年12月４日 昭和26年４月 ㈱東海銀行本店営業部〔現在 ㈱三菱

東京ＵＦＪ銀行〕 入行 

37  

昭和55年４月 同行 退行 

昭和55年９月 当社 取締役（現） 

昭和61年４月 広島修道大学商学部教授 

平成７年３月 経営学博士 

平成14年４月 広島修道大学名誉教授（現） 

平成15年11月 経済学博士 



  

  
  （注）１．取締役会長 澁谷亮治と取締役社長 澁谷弘利は兄弟である。 
     ２．取締役 渡辺英勝は、取締役社長 澁谷弘利の配偶者の弟である。 
     ３．当社は海外での事業展開を推進するため、取締役会規程において「ＣＥＯ等の選任に関する事項」を設けており、上記表中の呼称は次

のとおりである。 
        ＣＥＯ（Chief executive officer） 最高経営責任者 
        ＣＳＯ（Chief sales officer）   営業担当責任者 
        ＣＴＯ（Chief technical officer） 技術担当責任者  
     ４．監査役 遠藤 滋および深山 彬は、会社法第２条第16号および第335条第３項に定める社外監査役である。 
     ５．当社では、職務権限と責任の一層の明確化を図るため、執行役員制度を導入している。執行役員は、次のとおりである。 

  

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 

所有株

式数 

(千株)

常勤監査役   鈴木 由郎 昭和７年３月25日 昭和24年４月 ㈱協和銀行〔現在 ㈱りそな銀行〕入

行 

38  

昭和39年７月 当社 入社 

昭和58年９月 取締役 

昭和61年３月 常務取締役 

昭和63年11月 専務取締役 

平成６年９月 常勤監査役（現） 

金沢システムハウス㈱代表取締役

（現） 

常勤監査役   

  

多桗  昭 昭和13年３月６日 昭和36年４月 帝国高速度交通営団〔現在 東京地下

鉄㈱〕 入社 

24  
昭和39年２月 当社 入社 

平成２年７月 生産統括本部プラント管理本部長 

平成３年９月 取締役 

平成15年９月 常勤監査役（現） 

監査役   遠藤  滋 昭和９年７月８日 昭和33年４月 三井物産㈱ 入社 

2  

平成８年６月 同社 専務取締役 

平成12年９月 当社 監査役（現） 

平成13年５月 ハチソン・ワンポア・ジャパン㈱代表

取締役（現） 

監査役   深山  彬 昭和16年３月30日 昭和38年４月 ㈱北國銀行 入行 

－ 
平成10年12月 同行 取締役頭取 

平成15年９月 当社 監査役（現） 

平成18年６月 ㈱北國銀行 代表取締役会長（現） 

計 943  

役名 氏名 職名 

常務執行役員 北村  博 プラント生産統轄副本部長兼生産本部長 

常務執行役員 本多 宗隆 経営計画推進副本部長兼企画・特許部長 

常務執行役員 河村 孝志 財経副本部長兼財務部長兼経営計画推進副本部長 

常務執行役員 中澤 友伸 プラント営業統轄本部プラント営業関西本部長兼営業部長 

常務執行役員 高岡  誠 プラント営業統轄本部プラント営業東京本部長兼営業部長 

常務執行役員 土本 和憲 メカトロ事業部医療機本部長 

常務執行役員 鶴山 克二 プラント生産統轄副本部長兼技術本部長兼開発部長 

執行役員 山本 久司 プラント生産統轄本部ＲＰシステム副本部長兼ロボットシステム技術部長兼経営計画推
進本部電子・情報システム技術部長 

執行役員 中村 猛夫 海外営業本部長 

執行役員 西田 正清 総務本部人事部長 

執行役員 澁谷 英利 プラント営業統轄本部製薬設備営業本部長兼本社営業部長 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

    当社は、「長期持続的企業成長」をとおして企業価値を高め、社会に貢献するという企業経営の基本理念を実現するため

に、社会の変革に応じて経営上の組織体制を整備していくことをコーポレート・ガバナンスに関する基本的な方針とし、経営

上の重要な課題の一つと位置付けている。 

  

（２）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

   当社のコーポレート・ガバナンスおよび内部統制システムの概要は、提出日現在以下のとおりである。 

  

  

 
  
  
  

 



  

① 会社の機関の内容等 

・当社の取締役会は提出日現在、取締役15名で構成され、経営方針、法定事項その他重要事項について審議・決定し、また

業務執行状況の監督を行っている。 
  
・職務権限の一層の明確化を図り、方針・戦略の決定と業務執行の迅速化を目的として、平成12年８月より、執行役員制度

（提出日現在執行役員11名）を導入しており、将来的には取締役の人数を10人程度とすることを目指している。 
  
・当期の取締役会は10回開催し、取締役13名および執行役員３名で構成されている経営会議は原則月１回開催している。 
  
・当社は監査役制度を採用しており、提出日現在、監査役は４名（うち２名が社外監査役）である。監査役は取締役会や経

営会議など社内の重要な会議に出席し必要に応じて意見を述べるなど、取締役の職務執行について厳正な監査を行ってい

る。 
  
・監査役は、会計監査人と必要に応じ意見交換および協議を行い、業務を遂行している。 
  
・監査役は、内部監査部門の内部監査に同行するとともに必要に応じて内部監査部門のスタッフを監査役の業務の補助に当

たらせている。 
  
・会計監査人については、明澄監査法人と監査契約を締結しており、継続して会社法監査および証券取引法監査を受けてい

る。 
  
・同監査法人および当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間には、特別の利害関係はない。なお、当期に

おいて業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成は下記のとおりである。 

(注) 監査業務に係る補助者は公認会計士５名、会計士補１名、その他２名である。 
  
・内部監査部門として監査室を設置し、３名の体制で業務が各種法令、当社規程類および目標経営管理（経営計画推進のた

めの当社独自の管理手法）マニュアルに準拠して遂行されているか、また、効率的に行われているかなどについて、各部

門、工場、グループ会社などの監査を定期的に実施し、チェック・指導する体制をとっている。監査室はこれらの内部監

査の結果を代表取締役ならびに監査役に報告している。 

  

② 社外監査役との関係 

・社外監査役である遠藤滋氏は三井物産株式会社の元 専務取締役で、現在ハチソン・ワンポア・ジャパン株式会社の代表取

締役であり、当社株式２千株を所有している。同じく社外監査役である深山彬氏は、株式会社北國銀行の代表取締役であ

るとともに、当社の株主である財団法人澁谷学術文化スポーツ振興財団の理事長でもある。同行と当社との間には、定常

的な銀行取引があるが、同氏個人と当社とは直接の利害関係を有するものではない。 

 

所属する監査法人名 公認会計士の氏名等 継続関与年数 

明澄監査法人 
代表社員 業務執行社員 向山 典佐 

代表社員 業務執行社員 菊野 一裕 

３年 

８年 



  

③ 内部統制システムに関する基本的な考え方およびその整備状況 

・当社は、企業価値を高めるとともに企業の社会的責任を図るためにコーポレート・ガバナンスの充実、内部統制システム

の整備は不可欠であり、経営の重要事項と捉えている。その実現のため平成18年５月には代表取締役社長を委員長とする

内部統制委員会を設置している。 
  
・内部統制委員会はコンプライアンス委員会、リスク管理委員会、開示委員会、ならびにその他の各種社内委員会を統轄

し、取締役ならびに従業員が各種法令、当社定款および規程類を遵守することの徹底を図るとともに、リスク管理体制の

強化にも取組むなど、内部統制システムの充実に努めている。 
  
・コンプライアンスを推進するための体制として、総務担当役員を委員長とするコンプライアンス委員会を設置し、全社各

部門における法令違反の予防措置、法令違反発生時の対処方法・是正方法について定めている。また、同委員会事務局で

ある総務本部においてコンプライアンス体制の構築および運用を行っており、社員等に対し研修、マニュアルの作成・配

布等をとおしてコンプライアンスの知識習得および意識の向上に努めている。 
  
・リスク管理体制として、当社では経営に重大な影響を及ぼすおそれのある損失の危険をリスクと定め、その発生に備え

て、リスク管理システムを整備・構築し、未然防止、再発防止、迅速な対応に努めるものとしている。全社のリスク管理

を統轄するため総務担当役員を委員長とするリスク管理委員会を設置し、重大なリスク発生時には代表取締役社長を本部

長とする危機対策本部を設置する体制をとっている。なお、同委員会事務局である総務本部にてリスク管理システムの運

用と周知を行っている。 
  
・株主その他の利害関係者への情報開示体制として、社長室担当役員を委員長とする開示委員会を設置している。同委員会

は関連部門の所轄役員と連係して、情報開示のための社内体制を整備し、財務報告をはじめ各種情報の迅速かつ正確な開

示を念頭に、経営の透明性を高めている。 
  
・各種社内委員会には法務委員会、機密情報管理委員会、債権管理委員会等があり、内部統制委員会と連係し内部統制シス

テムの充実に努めている。 

  

  

（３）役員報酬の内容 

① 取締役および監査役に対する報酬 

    取締役19名       291百万円 

    監査役４名       18百万円（うち社外 ２名 ６百万円） 

  

② 定時株主総会決議による取締役および監査役賞与金 

    取締役18名        45百万円 

    監査役４名        4百万円（うち社外 ２名 １百万円） 

  

③ 定時株主総会決議による退職慰労金 

   取締役３名       36百万円 

  

  

（４）監査報酬の内容 

    当社の明澄監査法人への公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項に規定する業務に基づく報酬の金額は30百万円

（うち当社21百万円、連結子会社９百万円）である。なお、上記以外の業務に基づく報酬はない。 

  

  

  



第５【経理の状況】  
  

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について  

 (1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号、以下

「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。  

   なお、前連結会計年度（平成16年７月１日から平成17年６月30日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当

連結会計年度（平成17年７月１日から平成18年６月30日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成してい

る。 

   ただし、前連結会計年度（平成16年７月１日から平成17年６月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書き

により、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成している。  

  

 (2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号、以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

   なお、前事業年度（平成16年７月１日から平成17年６月30日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年

度（平成17年７月１日から平成18年６月30日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成している。 

   ただし、前事業年度（平成16年７月１日から平成17年６月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きによ

り、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成している。 

  

 (3) 当社の連結財務諸表および財務諸表に掲載される科目、その他の事項の金額は、従来、千円単位で記載していたが、

当連結会計年度および当事業年度から百万円単位で記載することに変更した。  

   なお、比較を容易にするため、前連結会計年度および前事業年度についても百万円単位に組替えて表示している。  

  

２．監査証明について  

  当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年７月１日から平成17年６月30日まで）お

よび前事業年度（平成16年７月１日から平成17年６月30日まで）ならびに当連結会計年度（平成17年７月１日から平成18

年６月30日まで）および当事業年度（平成17年７月１日から平成18年６月30日まで）の連結財務諸表および財務諸表につ

いて、明澄監査法人により監査を受けている。  

  

 
 



１【連結財務諸表等】  
（１）【連結財務諸表】  
  ①【連結貸借対照表】  

 

    前連結会計年度  
(平成17年６月30日現在) 

当連結会計年度  
(平成18年６月30日現在) 

区分  注記番号  金額(百万円) 
構成比  
(％) 

金額(百万円) 
構成比  
(％) 

（資産の部）             

 Ⅰ 流動資産             

1.現金及び預金      5,332      7,875    

2.受取手形及び売掛金      18,639      15,538    

3.たな卸資産      6,329      6,402    

4.繰延税金資産      300      304    

5.その他     335      418    

6.貸倒引当金      △20      △18    

 流動資産合計      30,917   55.6   30,521   52.6 

 Ⅱ 固定資産                   

 (1)有形固定資産  ※１,２,４                 

1.建物及び構築物      6,230      7,492    

2.機械装置及び運搬具      1,310      1,408    

3.土地      6,759      7,163    

4.建設仮勘定      246       23    

5.その他      877      993    

 有形固定資産合計      15,424   27.7   17,081   29.4 

 (2)無形固定資産                  

1.連結調整勘定      591      1,075    

2.その他      440      400    

 無形固定資産合計      1,031   1.9   1,475   2.6 

 (3)投資その他の資産                   

1.投資有価証券  ※３    5,479      6,432    

2.長期貸付金      34      52    

3.繰延税金資産      1,910      1,828    

4.その他       905        726    

5.貸倒引当金      △109      △84    

  投資その他の資産合計      8,220   14.8   8,955   15.4 

  固定資産合計      24,676   44.4   27,511   47.4 

  資産合計      55,594   100.0   58,033   100.0 

                      



  

  

    前連結会計年度  
(平成17年６月30日現在) 

当連結会計年度  
(平成18年６月30日現在) 

区分  注記番号  金額(百万円) 
構成比  
(％) 

金額(百万円) 
構成比  
(％) 

（負債の部）           

 Ⅰ 流動負債             

1.支払手形及び買掛金      10,096      10,247    

2.短期借入金    2,676      3,051    

3.未払法人税等     881      587    

4.繰延税金負債      2      －     

5.賞与引当金      241      259    

6.役員賞与引当金      －       50    

7.その他    5,502      4,474    

 流動負債合計      19,400   34.9   18,671   32.2 

 Ⅱ 固定負債                

1.社債  ※４   200      200    

2.長期借入金  ※４   1,612      2,824    

3.退職給付引当金     5,912      6,235    

4.役員退職引当金     －       283    

5.繰延税金負債     0      0    

6.その他     8      35    

  固定負債合計      7,734   13.9   9,580   16.5 

  負債合計      27,135   48.8   28,251   48.7 

（少数株主持分）                 

  少数株主持分      947   1.7   －    －  

（資本の部）              

 Ⅰ 資本金  ※７   11,392   20.5   －    －  

 Ⅱ 資本剰余金      9,812   17.6   －    －  

 Ⅲ 利益剰余金      7,224   13.0   －    －  

 Ⅳ その他有価証券評価差額金      105   0.2   －    －  

 Ⅴ 為替換算調整勘定      △14   △0.0   －    －  

 Ⅵ 自己株式  ※８   △1,008   △1.8   －    －  

  資本合計      27,511   49.5   －    －  

  

負債、少数株主持分及び資本合

計      55,594   100.0   －    －  

（純資産の部）                    

 Ⅰ 株主資本                    

1.資本金      －        11,392     

2.資本剰余金      －        9,812     

3.利益剰余金      －        8,021     

4.自己株式      －        △1,008     

 株主資本合計      －    －    28,217   48.6 

 Ⅱ 評価・換算差額等                    

1.その他有価証券評価差額金      －        654     

2.為替換算調整勘定      －        △28     

  評価・換算差額等合計      －    －    626   1.1 

 Ⅲ 少数株主持分      －    －    937   1.6 

  純資産合計      －    －    29,781   51.3 

  負債純資産合計      －    －    58,033   100.0 

                   



  ②【連結損益計算書】  

 
 

    前連結会計年度  当連結会計年度  

(自  平成16年７月１日  (自  平成17年７月１日  
  至  平成17年６月30日)    至  平成18年６月30日)  

区分  
注記  

金額(百万円)  
百分比

(％)  
金額(百万円)  

百分比

(％)  番号  

 Ⅰ 売上高      42,207    100.0    46,251    100.0  

 Ⅱ 売上原価  ※２    34,262    81.2    37,936    82.0  

  売上総利益       7,944    18.8    8,315    18.0  

 Ⅲ 販売費及び一般管理費  ※１    5,586    13.2    6,331    13.7  

 営業利益       2,357    5.6    1,983     4.3  

 Ⅳ 営業外収益                 

1.受取利息   2          8          

2.受取配当金   63          61          

3.投資有価証券売却益   66          483          

4.連結調整勘定償却額   15          1          

5.持分法による投資利益   4          4          

6.その他   133    284    0.7  158    719    1.5  

 Ⅴ 営業外費用                       

1.支払利息   78          110          

2.手形売却損   45          28          

3.たな卸資産処分損   98          37          

4.たな卸資産評価損   201          118          

5.その他   40    464    1.1  43    338    0.7  

  経常利益     2,177    5.2    2,364    5.1  

 Ⅵ 特別利益                 

1.固定資産売却益  ※３  22       2       

2.投資有価証券売却益   －       87       

3.持分変動益   2          －          

4.国庫補助金等   －          148          

5.その他   0    25    0.0  14    252    0.6  

 Ⅶ 特別損失                     

1.固定資産処分損  ※４  15          28          

2.投資有価証券売却損   5          －          

3.退職給付変更時差異償却   285          －          

4.長期前払費用評価損    300          96          

5.役員退職慰労金    －          58          

6.過年度役員退職引当金繰入    －          278          

7.その他    14    621    1.5  3    463    1.0  

 税金等調整前当期純利益       1,582    3.7      2,153    4.7  

 法人税、住民税及び事業税   1,282          1,272          

 法人税等調整額   △ 595    686    1.6  △285    987    2.2  

 
少数株主利益又は少数株主損失

(△ )  
   △ 16    △0.1     45     0.1  

 当期純利益     911    2.2    1,120    2.4  

        



  

 ③【連結剰余金計算書】  

  

  

 ④【連結株主資本等変動計算書】  
   当連結会計年度（自平成17年７月１日 至 平成18年６月30日）  

  

  

  
  

  

  

  
前連結会計年度  

(自 平成16年７月１日  
  至 平成17年６月30日) 

区分  
注記

金額（百万円） 
番号

(資本剰余金の部) 
      

  
 Ⅰ 資本剰余金期首残高  

      
9,812 

  
 Ⅱ 資本剰余金期末残高  

      
9,812 

        

  
(利益剰余金の部) 

      

  
 Ⅰ 利益剰余金期首残高  

    
  

6,616 

  
 Ⅱ 利益剰余金増加高  

      

  1．当期純利益   911 911 

  
 Ⅲ 利益剰余金減少高  

      

  1．株主配当金   263   

  
2．役員賞与  
  (うち監査役賞与) 

 
39 

(  4) 
  

303 
         

 Ⅳ 利益剰余金期末残高      7,224 

（単位：百万円）

  株主資本  評価・換算差額等  
少数株主
持分  資本金  資本剰余金  利益剰余金  自己株式  

株主資本合
計  

その他有価
証券評価差
額金  

為替換算調
整勘定  

平成17年６月30日残高  11,392 9,812 7,224 △1,008 27,420 105 △14 947 

連結会計年度中の変動
額 

                

剰余金の配当      △263   △263       

当期純利益      1,120   1,120       

自己株式の取得        △0 △0       

利益処分による役員
賞与  

    △60   △60       

株主資本以外の項目
の連結会計年度中の
変動額（純額）  

          548 △13 △9 

連結会計年度中の変動
額合計  

－  － 796 △0 796 548 △13 △9 

平成18年６月30日残高  11,392 9,812 8,021 △1,008 28,217 654 △28 937 



 ⑤【連結キャッシュ・フロー計算書】  

 

  
前連結会計年度 当連結会計年度 

(自平成16年７月１日  (自平成17年７月１日  
 至平成17年６月30日)   至平成18年６月30日)  

区分  
注記  
番号  

金額（百万円）  金額（百万円）  

 Ⅰ  営業活動によるキャッシュ・フロー  
  

    

 税金等調整前当期純利益    1,582  2,153   

 減価償却費    1,149  1,226   

 連結調整勘定償却額    59  129   

 退職給付引当金の増加額    670  322   

 役員退職引当金の増加額    －  283   

 貸倒引当金の減少額    △6  △25   

  賞与引当金の増加額    12  17   

 受取利息及び受取配当金    △65  △ 70   

 支払利息    78  110   

 持分法による投資損益    △4  △4   

 投資有価証券売却損益等    △61  △ 571   

 有形固定資産処分損    14  26   

 投資有価証券等の評価損    8  －   

 売上債権の増減額(増△)    △3,596  3,181   

 前受金の増減額(減△)    1,762  △ 973   

 たな卸資産の増減額(増△)    △1,451  230   

 仕入債務の増減額(減△)    △681  25   

 役員賞与の支払額    △46  △ 63   

 その他（純額）    683  △ 24   

    小計  
  

108  5,973   

 利息及び配当金の受取額    68  67   

  利息の支払額    △82  △ 103   

 法人税等の支払額    △756  △1,545   

  営業活動によるキャッシュ・フロー  
  

△661  4,391   

 Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・フロー  
  

     

 定期預金の預入による支出    △734  △1,469   

 定期預金の払出による収入    1,195  1,069   

 投資有価証券の取得による支出    △923  △4,917   

 投資有価証券の売却による収入    1,057  5,486   

 有形固定資産の取得による支出    △407  △2,860   

 無形固定資産の取得による支出    △78  △ 118   

 子会社株式の追加取得による支出    －  △22   

 
連結の範囲変更を伴う子会社株式の
取得による支出  

  △108  △ 315   

 その他（純額）    12  36   

  投資活動によるキャッシュ・フロー    14  △ 3,111   



  

  
  

  次へ  
  
  

  
前連結会計年度 当連結会計年度 

(自平成16年７月１日  (自平成17年７月１日  
 至平成17年６月30日)   至平成18年６月30日)  

区分  
注記  
番号  

金額（百万円）  金額（百万円）  

  
 Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フロー    

        

 短期借入れによる収入    2,952  5,747   

 短期借入金の返済による支出    △4,043  △6,052   

 長期借入れによる収入    1,000  1,860   

 長期借入金の返済による支出    △375  △396   

 少数株主への株式の発行による収入    5  －   

 自己株式の取得による支出    △1  △0   

 自己株式の売却による収入    0  －   

 配当金の支払額    △264  △263   

 少数株主への配当金の支払額    △26  △26   

  財務活動によるキャッシュ・フロー  
  

△754  867   

 Ⅳ  現金及び現金同等物に係る換算差額    4  △ 4   

 Ⅴ  現金及び現金同等物の増減額    △1,397  2,143   

 Ⅵ  現金及び現金同等物の期首残高    6,473  5,076   

Ⅶ  現金及び現金同等物の期末残高  ※  5,076  7,220   

          



 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項  
  

 

  
前連結会計年度  当連結会計年度  

(自 平成16年７月１日  (自 平成17年７月１日  
  至 平成17年６月30日)   至 平成18年６月30日) 

1. 連結の範囲に関する
事項  

 連結子会社の数  ９社  
  主要な連結子会社は、「第１ 企業の概況 
４.関係会社の状況」に記載しているため省
略した。なお、㈱ニークについては、当連結
会計年度において当社が株式を取得したこと
により子会社となったため、連結の範囲に含
めている。 

  

 連結子会社の数  11社  
  主要な連結子会社は、「第１ 企業の概況 
４.関係会社の状況」に記載しているため省
略した。なお、シブヤホールディングスコ
ーポレーションは、当連結会計年度におい
て米国における持株会社として新たに設立
したものであり、また同社がホップマンコ
ーポレーションの株式を取得し子会社とし
たため、両社を連結の範囲に含めている。  

  

2. 持分法の適用に関す
る事項 

  

 持分法適用の関連会社数  １社  
  会社名 金沢システムハウス㈱  
  

 持分法適用の関連会社数  ２社  
  会社名 金沢システムハウス㈱  
      ホップマンプロパティズゼネラル

パートナーシップ  
  ホップマンプロパティズゼネラルパートナ
ーシップは、ホップマンコーポレーション
が３分の１の持分を所有するパートナーシ
ップであり、当連結会計年度より持分法を
適用している。  

  

3. 連結子会社の事業年
度等に関する事項  

  

  

  

  

  

  

  連結子会社の決算日が連結決算日と異なる
会社は次のとおりである。  

  ※連結決算日に正規の決算に準ずる仮決算
を行った財務諸表を基礎としている。  

  

会社名   決算日

シブヤマシナリー㈱   ３月31日 ※
シブヤインターナショナル
インコーポレーテッド  

 ９月30日 ※

エスアイ精工㈱   ３月31日 ※

  同 左  



  

 

  
前連結会計年度  当連結会計年度  

(自 平成16年７月１日  (自 平成17年７月１日  
  至 平成17年６月30日)   至 平成18年６月30日) 

4. 会計処理基準に関す
る事項  

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法  
 ①有価証券  
  その他有価証券  
   時価のあるもの  
    決算期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ
り処理し、売却原価は移動平均法に
より算定）  

   時価のないもの  
    移動平均法による原価法  

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法  
 ①有価証券  
  その他有価証券  
   時価のあるもの  
    決算期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に
より処理し、売却原価は移動平均法
により算定）  

   時価のないもの  
    同 左  

     ②たな卸資産 
  原材料、貯蔵品  
   総平均法による原価法  
  製品、仕掛品  
   個別法による原価法  

 ②たな卸資産  
  同 左  

     ③デリバティブ  
  時価法  

 ③デリバティブ  
  同 左  

  
    (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法  

 ①有形固定資産  
  定率法  
   なお、平成10年４月以降取得した建物

（建物附属設備は除く）および一部の連
結子会社については、定額法によってい
る。  

   主な耐用年数は以下のとおりである。  
     建物及び構築物   7～45年  
     機械装置及び運搬具 4～13年  

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法  
 ①有形固定資産  
  同 左  

     ②無形固定資産  
  定額法  
   なお、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間(５年)に
基づく定額法を採用しており、市場販売
目的のソフトウェアについては、見込販
売数量を勘案のうえ販売可能な有効期間
(３年以内)により償却している。  

  

 ②無形固定資産  
  定額法  
   なお、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間(主として
５年)に基づく定額法を採用しており、市
場販売目的のソフトウェアについては、
見込販売数量を勘案のうえ販売可能な有
効期間(３年以内)により償却している。  

  
    (3)重要な引当金の計上基準  

 ①貸倒引当金  
  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一
般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を検討し、回収不能見込額を計上してい
る。  

(3)重要な引当金の計上基準  
 ①貸倒引当金  
  同 左  

     ②賞与引当金 
  従業員賞与の支給に備えるため、将来の支
給見込額のうち当期の負担額を計上してい
る。  

 ②賞与引当金  
  同 左  

    
  

 ③ ―   ③役員賞与引当金  
  役員賞与の支給に備えるため、支給見込額
に基づき当連結会計年度の負担額を計上して
いる。  

  



  

  

 

  
  
  

前連結会計年度  当連結会計年度  
(自 平成16年７月１日  (自 平成17年７月１日  
  至 平成17年６月30日)   至 平成18年６月30日) 

    
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 ④退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備えるため、当連結会
計年度末における退職給付債務および年金資
産の見込額に基づき、当連結会計年度末にお
いて発生していると認められる額を計上して
いる。  

  会計基準変更時差異(1,449百万円)につい
ては、５年による按分額を費用処理してい
る。  

  数理計算上の差異については、その発生時
の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（12年）による定額法により按分した額を
それぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理
している。 

  過去勤務債務については、その発生時の従
業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（12年）による定額法により費用処理してい
る。  

 ④退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備えるため、当連結会
計年度末における退職給付債務および年金資
産の見込額に基づき、当連結会計年度末にお
いて発生していると認められる額を計上して
いる。  

  数理計算上の差異については、その発生時
の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（12年）による定額法により按分した額を
それぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理
している。 

  過去勤務債務については、その発生時の従
業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（12年）による定額法により費用処理してい
る。  

  
  

    
  
  
  

 ⑤ ―  ⑤役員退職引当金 
  役員退職金の支出に備えるため、内規に基
づく期末要支給額を計上している。なお、一
部の連結子会社においては、役員退職金の内
規を定めていないため計上していない。  

 （会計処理の変更）  
  役員退職金は、従来、支出時の費用として
処理していたが、当連結会計年度より内規に
基づく期末要支給額を役員退職引当金として
計上する方法に変更している。  

  この変更は、役員の在任期間の状況から将
来における役員退職金の負担額が重要性を増
していること、また役員退職引当金を計上す
る会計慣行が定着していることから、当連結
会計年度において役員退職金の内規を整備
し、役員の在任期間にわたって合理的に費用
配分することにより、期間損益の適正化およ
び財務内容の健全化を図るために行うもので
ある。  

  この変更により、当連結会計年度の発生額
５百万円は販売費及び一般管理費に、また過
年度相当額278百万円は特別損失に計上して
いる。この結果、従来の方法によった場合と
比べ営業利益および経常利益は５百万円、税
金等調整前当期純利益は283百万円それぞれ
減少している。  

  なお、セグメント情報に与える影響は（セ
グメント情報）に記載している。  

  
    (4) ―  

  
(4)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨へ
の換算の基準  

  外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替
相場により円換算し、換算差額は損益として
処理している。なお、在外子会社等の資産お
よび負債は決算日の直物為替相場により円貨
に換算し、収益および費用は期中平均相場に
より円貨に換算し、換算差額は純資産の部
における「為替換算調整勘定」に含めてい
る。  

  



  

 

  
  
  

前連結会計年度  当連結会計年度  
(自 平成16年７月１日  (自 平成17年７月１日  
  至 平成17年６月30日)   至 平成18年６月30日) 

    (5)重要なリース取引の処理方法  
  リース物件の所有権が借主に移転すると認
められるもの以外のファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっている。  

  

(5)重要なリース取引の処理方法  
  リース物件の所有権が借主に移転すると認
められるもの以外のファイナンス・リース取
引については、主として通常の賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処理によっている。  

  
    (6)重要なヘッジ会計の方法  

 ①ヘッジ会計の方法  
  為替予約および通貨オプションのうち、振
当処理の要件を満たしている場合は振当処理
を採用している。 

 ②ヘッジ手段およびヘッジ対象  
  外貨建予定取引、外貨建金銭債権債務の為
替変動リスクをヘッジするために為替予約ま
たは通貨オプションを利用している。  

 ③ヘッジ方針  
  実需に基づき、外貨額と受渡時期が確実に
なった場合に限定し、その為替変動リスクを
回避するためにデリバティブ取引を利用する
ことを基本方針としている。  

  

(6)重要なヘッジ会計の方法  
  同 左  

    (7)その他連結財務諸表作成のための重要な事
項  

  消費税等の会計処理  
  税抜方式によっている。  
  

(7)その他連結財務諸表作成のための重要な事
項  

  消費税等の会計処理  
  同 左  

5. 連結子会社の資産及
び負債の評価に関す
る事項  

  

  連結子会社の資産及び負債の評価について
は、全面時価評価法を採用している。  

  

  同 左  

6. 連結調整勘定の償却
に関する事項 

  

  10年間の均等償却 

  

  同 左  

7. 利益処分項目等の取
扱いに関する事項 

  

  連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分
について、連結会計年度中に確定した利益処
分に基づいて作成している。  

  

  ―  

8. 連結キャッシュ・フ
ロー計算書における
資金の範囲  

  連結キャッシュ・フロー計算書における資
金（現金及び現金同等物）は、手許現金、要
求払預金及び容易に換金可能であり、かつ、
価値の変動について僅少なリスクしか負わな
い取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す
る短期投資からなる。  

  

  同 左  



  
連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  
  

 

前連結会計年度  当連結会計年度  
(自 平成16年７月１日  (自 平成17年７月１日  
  至 平成17年６月30日)   至 平成18年６月30日) 

 ―   (固定資産の減損に係る会計基準) 
  当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会計基
準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する
意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））および
「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会
計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針
第６号）を適用している。なお、これによる損益に与え
る影響はない。  

  

 ―  

  

 (役員賞与に関する会計基準) 
  当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」
（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準
第４号）を適用している。この結果、従来の方法によっ
た場合と比べ営業利益、経常利益および税金等調整前当
期純利益が50百万円それぞれ減少している。なお、セグ
メント情報に与える影響は（セグメント情報）に記載し
ている。  

  

 ―  

  

 (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 
  当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示
に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月
９日 企業会計基準第５号）および「貸借対照表の純資産
の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計
基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第
８号）を適用している。従来の「資本の部」の合計に相
当する金額は28,843百万円である。なお、連結財務諸表
規則の改正により、当連結会計年度における連結貸借対
照表の「純資産の部」については改正後の連結財務諸表
規則により作成している。  

  



  
表示方法の変更 
  

  
  
追加情報  
  

  
  

  次へ  
  

  

前連結会計年度  当連結会計年度  
(自 平成16年７月１日  (自 平成17年７月１日  
  至 平成17年６月30日)   至 平成18年６月30日) 

 (連結貸借対照表関係) 
  「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年６月
９日法律第97号）により、証券取引法第２条第２項第３
号において投資事業有限責任組合およびこれに類する組
合への出資が有価証券とみなされることとなったため、
従来、投資その他の資産の「その他」に含めて表示して
いた投資事業組合への出資金を、当連結会計年度より
「投資有価証券」に含めて表示している。  

  この変更により、投資その他の資産の「投資有価証券」
は126百万円増加し、「その他」は同額減少している。  

  

 ―  

 ―  
  

 (連結損益計算書関係) 
  前連結会計年度において、特別損失の「その他」に含め
ていた「役員退職慰労金」は、特別損失の総額の100分の
10を超えたため、当連結会計年度より区分掲記すること
とした。 

  なお、前連結会計年度の特別損失の「その他」に含まれ
る「役員退職慰労金」は13百万円である。  

  

 (連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
  前連結会計年度において、営業活動によるキャッシュ・
フローの「その他(純額）」に含めていた「前受金の増減
額」は重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲
記することとした。  

  なお、前連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フ
ローの「その他(純額)」に含まれる「前受金の増減額」
は△471百万円である。  

  

 ―  

前連結会計年度  当連結会計年度  
(自 平成16年７月１日  (自 平成17年７月１日  
  至 平成17年６月30日)   至 平成18年６月30日) 

（法人事業税における外形標準課税部分の連結損益計算書上
の表示方法）  

  実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課税
部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」
（企業会計基準委員会 平成16年２月13日）が公表された
ことに伴い、当連結会計年度から同実務対応報告に基づ
き、法人事業税の付加価値割および資本割を販売費及び一
般管理費に計上している。これにより、販売費及び一般管
理費が96百万円増加し、営業利益、経常利益および税金等
調整前当期純利益がそれぞれ同額減少している。  

  

 ―  



注記事項 
  
 (連結貸借対照表関係) 
  

  
  
  

 

前連結会計年度  当連結会計年度  

（平成17年６月30日現在） （平成18年６月30日現在） 

  

 ※1. 有形固定資産の減価償却累計額 

  

 

15,928百万円

 

    

 ※1. 有形固定資産の減価償却累計額 

  

 

16,889百万円

 

  

 ※2. 取得価額から控除されている圧縮記帳額 

706百万円

  

  

  

  

 ※2. 取得価額から控除されている圧縮記帳額 

702百万円

  

  

  

  

 ※3. 関連会社に対するものは、次のとおりである。  ※3. 関連会社に対するものは、次のとおりである。 

    投資有価証券(株式) 

  

38百万円

  

  

  

    投資有価証券 

  

83百万円

 

  

 ※4. 担保資産及び担保付債務 

    担保に供している資産は次のとおりである。 

 ※4. 担保資産及び担保付債務 

    担保に供している資産は次のとおりである。 

  建物 76百万円    建物 72百万円  

  土地 440百万円    土地 440百万円  

   計 517百万円     計 513百万円  

    担保付債務は次のとおりである。     担保付債務は次のとおりである。 

  社債 180百万円    社債 180百万円  

  長期借入金 205百万円    長期借入金 145百万円  

   計 385百万円     計 325百万円  

    

  5. 保証債務 

    金融機関からの借入に対する保証債務 

  5. 保証債務 

    金融機関からの借入に対する保証債務 

     金沢システムハウス㈱ 30百万円       金沢システムハウス㈱ 30百万円   

    リース債権に対する損害金の保証債務     リース債権に対する損害金の保証債務 

     北国総合リース㈱ 5百万円       北国総合リース㈱ 17百万円   

     リコーリース㈱ 7百万円       リコーリース㈱ 4百万円   

    

  6. 受取手形割引高 

  

3,749百万円

 

  

  

  6. 受取手形割引高 

  

1,772百万円

  

  

  

 ※7. 当社の発行済株式総数は、普通株式27,500,315株である。 

  

 ※7. － 

  

 ※8. 連結会社が保有する自己株式の数は、普通株式1,122,888

株である。 

  

 ※8. － 



(連結損益計算書関係) 
  

  
  
  
  
  
(連結株主資本等変動計算書関係) 
  
当連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日）  
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項  

(注) 自己株式における普通株式の増加522株は、単元未満株式の買取りによるものである。 
  
２．配当に関する事項  
(1) 配当金支払額  

  
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの  

  

 

前連結会計年度  当連結会計年度  
(自 平成16年７月１日  (自 平成17年７月１日  
  至 平成17年６月30日)   至 平成18年６月30日) 

  

 ※1. 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次の

とおりである。 

  

 ※1. 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次の

とおりである。 

    旅費交通費 591百万円      旅費交通費 662百万円  

    役員報酬 619百万円      役員報酬 602百万円  

    給料 1,526百万円      給料 1,732百万円  

    賞与引当金繰入額 49百万円      賞与引当金繰入額 52百万円  

    退職給付引当金繰入額 296百万円      役員賞与引当金繰入額 50百万円  

          退職給付引当金繰入額 281百万円  

  

 ※2. 当期製造費用に含まれる研究開発費の総額 

  

 ※2. 当期製造費用に含まれる研究開発費の総額 

  545百万円    775百万円  

  

 ※3. 固定資産売却益の資産別内訳 

  

 ※3. 固定資産売却益の資産別内訳 

    建物及び構築物 2百万円      機械装置及び運搬具 2百万円  

    機械装置及び運搬具 0百万円        計 2百万円  

    土地 17百万円        

    その他 2百万円        

      計 22百万円        

  

 ※4. 固定資産処分損の資産別内訳 

  

 ※4. 固定資産処分損の資産別内訳 

    建物及び構築物 1百万円      建物及び構築物 0百万円  

    機械装置及び運搬具 2百万円      機械装置及び運搬具 0百万円  

    その他 12百万円      その他 26百万円  

      計 15百万円        計 28百万円  

    

株式の種類  前連結会計年度末  増加 減少  当連結会計年度末  

発行済株式        

普通株式（株）  27,500,315 － － 27,500,315 

自己株式          

普通株式（株）  1,122,888 522 － 1,123,410 

決議
 

株式の種類
 配当金の総額 

（百万円） 

1株当たりの配当額

（円） 
基準日

 
効力発生日

 

平成17年９月27日 
普通株式 131 ５ 平成17年６月30日 平成17年９月28日 

定時株主総会 

平成18年２月20日 
普通株式 131 ５ 平成17年12月31日 平成18年３月23日 

取締役会  

決議
 

株式の種類 配当の原資
 
配当金の総

額 

1株当たり

の配当額 基準日
 

効力発生日
 

（百万円） （円） 

平成18年９月27日 
普通株式 利益剰余金 131 ５ 平成18年６月30日 平成18年９月28日 

定時株主総会  



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

  
  
  前へ  次へ 
  
  

前連結会計年度  当連結会計年度  
(自 平成16年７月１日  (自 平成17年７月１日  
  至 平成17年６月30日)   至 平成18年６月30日) 

  

 ※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載され

ている科目の金額との関係 

 (平成17年６月30日現在) 

現金及び預金勘定 5,332百万円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △255百万円 

現金及び現金同等物 5,076百万円 

      

  

 ※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載され

ている科目の金額との関係 

(平成18年６月30日現在) 

現金及び預金勘定 7,875百万円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △655百万円 

現金及び現金同等物 7,220百万円 

      



(リース取引関係) 
  

  

  

  前へ  次へ  

  

  

前連結会計年度  当連結会計年度  
(自 平成16年７月１日  (自 平成17年７月１日  
  至 平成17年６月30日)   至 平成18年６月30日) 

１.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引  

  

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額  

  

 (2) 未経過リース料期末残高相当額  

  

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額  

  

 (4) 減価償却費相当額の算定方法  

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を10％とした定

率法により計算される各期の減価償却費相当額に９分の

10を乗じた額とする方法によっている。  

  

 (5) 利息相当額の算定方法  

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっている。  

  

２.オペレーティング・リース取引  

     未経過リース料  

  取得価額  
相当額  

減価償却  
累計額相当額  

期末残高

相当額  
  (百万円) (百万円) (百万円)

機械装置及び運搬具  29 17 11 

その他(工具・器具及び備品) 126 87 39 

合計  156 105 50 

１年内  26百万円

１年超    55百万円

合計    81百万円

支払リース料  33百万円

減価償却費相当額    35百万円

支払利息相当額    1百万円

１年内  7百万円

１年超    20百万円

合計    27百万円

     

１.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引  

  

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額  

  

 (2) 未経過リース料期末残高相当額  

  

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額  

  

 (4) 減価償却費相当額の算定方法  

   同 左  

  

  

  

 (5) 利息相当額の算定方法  

   同 左  

  

  

  

２.オペレーティング・リース取引  

     未経過リース料  

 取得価額

相当額  
減価償却  

累計額相当額  
期末残高

相当額  
 (百万円) (百万円) (百万円)

機械装置及び運搬具 27 18 9 

その他(工具・器具及び備品) 103 80 23 

合計  131 98 32 

１年内  24百万円

１年超    36百万円

合計    60百万円

支払リース料  29百万円

減価償却費相当額    25百万円

支払利息相当額    1百万円

１年内  53百万円  

１年超    403百万円 

合計    457百万円  

      



 (有価証券関係)
 

  

  前連結会計年度 

 １. その他有価証券で時価のあるもの（平成17年６月30日現在） 

  

 ２. 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日） 

  

 ３. 時価評価されていない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額（平成17年６月30日現在） 

  

  

  当連結会計年度 

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成18年６月30日現在） 

  

 ２. 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

  

 ３. 時価評価されていない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額（平成18年６月30日現在） 

  

  

  前へ  次へ 

区分 
取得原価 連結貸借対照表計上額 差額 

(百万円) (百万円) (百万円) 

 連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの 
      

 (1) 株式 3,034 3,696 662 

 (2) 債券 － － － 

 (3) その他 － － － 

小計 3,034 3,696 662 

 連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの 
      

 (1) 株式 1,839 1,418 △420 

 (2) 債券 － － － 

 (3) その他 184 158 △25 

小計 2,023 1,576 △446 

合計 5,057 5,273 215 

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円) 

716 66 5 

区分 連結貸借対照表計上額(百万円) 

   その他有価証券 

     非上場株式 
  

 166 

区分 
取得原価 連結貸借対照表計上額 差額 

(百万円) (百万円) (百万円) 

 連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの 
      

 (1) 株式 2,706 4,191 1,484 

 (2) 債券 － － － 

 (3) その他 － － － 

小計 2,706 4,191 1,484 

 連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの 
      

 (1) 株式 1,969 1,641 △327 

 (2) 債券 － － － 

 (3) その他 246 232 △14 

小計 2,216 1,873 △342 

合計 4,922 6,065 1,142 

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円) 

5,497 571 － 

区分 連結貸借対照表計上額(百万円) 

   その他有価証券 

     非上場株式 

     投資事業有限責任組合出資 

  

 166 

 116 



  



(デリバティブ取引関係) 
  
１．取引の状況に関する事項 

  

２．取引の時価等に関する事項 
通貨関連 

（注）１．オプション取引に係る契約額等は想定元本であり、この金額自体がデリバィブ取引に係る市場リスクまたは信用リスクを表す
指標ではない。  

   ２．時価の算定方法は、取引先金融機関等から提示された価格によっている。  
   ３．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引については、記載対象から除いている。  

  

  

  

  前へ  次へ  

  

  

  

前連結会計年度  当連結会計年度  
(自 平成16年７月１日  (自 平成17年７月１日  
  至 平成17年６月30日)   至 平成18年６月30日) 

  当社は、外貨建の輸出入取引について、将来の為替相場

の変動リスクを回避する目的で、為替予約取引および通貨

オプション取引を利用している。 

  為替予約および通貨オプション取引は、実需に基づき、
外貨額と受渡時期が確定した場合に限り各所管部門の依頼
により、社内規定に基づく決裁を受けた後経理部が執行
し、その結果を所管部門に報告することにより相互に確認
を行っている。  

  為替予約および通貨オプション取引の締結に伴い、取引
の不履行による信用リスクも予想されるが、当社は、その
契約先を信用度の高い国内の銀行に限定しているので、か
かる信用リスクはないと判断している。 

  なお、一部の連結子会社においては、輸入取引における
将来の為替相場の変動リスクを回避する目的で、当社の経
理部の決裁を受け、通貨オプション取引を利用している。

  当社はデリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行って
いる。 

 (1)ヘッジ会計の方法 
    為替予約および通貨オプションのうち、振当処理の

要件を満たしている場合は振当処理を採用している。 
 (2)ヘッジ手段およびヘッジ対象 
    外貨建予定取引、外貨建金銭債権債務の為替変動リ

スクをヘッジするために為替予約または通貨オプショ
ンを利用している。 

 (3)ヘッジ方針 
    実需に基づき、外貨額と受渡時期が確実になった場

合に限定し、その為替変動リスクを回避するためにデ
リバティブ取引を利用することを基本方針としてい
る。 

  

  同 左 

  

  前連結会計年度 当連結会計年度 

  (平成17年６月30日現在) (平成18年６月30日現在) 

区分 取引の種類 
契約額等 うち１年超 時価 評価損益 契約額等 うち１年超 時価 評価損益 

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

市場 

取引 

以外 

の取 

引 

通貨オプション取引                 

 売建                 

米ドル 95 53 92 △3 － － － －

 買建              

米ドル 47 26 48 0 － － － －

合計 143 79 140 △3 － － － －



（退職給付関係） 
  
１．採用している退職給付制度の概要 
   当社および連結子会社は、確定給付型の制度として厚生年金基金制度および退職一時金制度を設けている。 
   なお、一部の連結子会社は適格退職年金制度を採用している。 
  
２．退職給付債務に関する事項 

  

  
３．退職給付費用に関する事項 

  

  
４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

  前へ  次へ 
  

  
前連結会計年度 当連結会計年度 

(平成17年６月30日現在) (平成18年６月30日現在） 

 イ.退職給付債務      △13,688百万円      △14,541百万円 

 ロ.年金資産       5,980百万円       7,582百万円 

 ハ.未積立退職給付債務(イ＋ロ)      △7,707百万円      △6,959百万円 

 ニ.未認識数理計算上の差異       2,216百万円       1,096百万円 

 ホ.未認識過去勤務債務       △421百万円       △373百万円 

 へ.連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ)      △5,912百万円      △6,235百万円 

 ト.前払年金費用        －        － 

 チ.退職給付引当金(ヘ－ト)      △5,912百万円      △6,235百万円 

前連結会計年度   当連結会計年度 
(平成17年６月30日現在)   (平成18年６月30日現在) 

（注）1.厚生年金基金の代行部分を含めて記載している。   （注）1.厚生年金基金の代行部分を含めて記載している。 
   2.一部の連結子会社は退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用している。 
     2.一部の連結子会社は退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用している。 
   3.一部の連結子会社において総合設立型の厚生年金基

金に加入しており、退職給付債務の計算に含めてい
ない。なお、掛金拠出割合に基づく年金資産残高は
437百万円である。 

     3.一部の連結子会社において総合設立型の厚生年金基
金に加入しており、退職給付債務の計算に含めてい
ない。なお、掛金拠出割合に基づく年金資産残高は
467百万円である。 

  
前連結会計年度 当連結会計年度 

（自 平成16年７月１日 （自 平成17年７月１日 
至 平成17年６月30日） 至 平成18年６月30日） 

 イ.勤務費用        691百万円        648百万円 

 ロ.利息費用        318百万円        336百万円 

 ハ.期待運用収益       △153百万円       △177百万円 

 ニ.会計基準変更時差異の費用処理額        285百万円        － 

 ホ.数理計算上の差異の費用処理額        268百万円        252百万円 

 へ.過去勤務債務の費用処理額        △48百万円        △48百万円 

 ト.退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ)         1,362百万円         1,012百万円 

前連結会計年度   当連結会計年度 
(自 平成16年７月１日  至 平成17年６月30日)   (自 平成17年７月１日  至 平成18年６月30日) 

（注）1.厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除してい
る。 

  （注）1.厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除してい
る。 

   2.簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用
は、「イ．勤務費用」に計上している。 

     2.簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用
は、「イ．勤務費用」に計上している。 

  
前連結会計年度 当連結会計年度 

（自 平成16年７月１日 （自 平成17年７月１日 
至 平成17年６月30日） 至 平成18年６月30日） 

 イ.退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同 左 
 ロ.割引率 2.5％ 同 左 
 ハ.期待運用収益率 3.0％ 同 左 
 ニ.過去勤務債務の処理年数 12年 同 左 

  
  (発生時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数による定額
法により費用処理している。) 

  

 ホ.数理計算上の差異の処理年数 12年 同 左 

  

 (発生時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数により按分
した額をそれぞれ発生年度の翌連
結会計年度から費用処理してい
る。) 

  

 へ.会計基準変更時差異の処理年数 ５年 － 



（税効果会計関係） 
  

  

  

  前へ  

  

  

前連結会計年度  当連結会計年度  
(平成17年６月30日現在) （平成18年６月30日現在）  

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内

訳 

  

  (繰延税金資産) 

  

  (繰延税金負債) 

  たな卸資産評価損  95百万円

  長期前払費用評価損  121百万円

  施設利用権評価損  36百万円

  貸倒引当金  32百万円

  未払費用  53百万円

  未払事業税   80百万円

  未払事業所税   22百万円

  賞与引当金   98百万円

  退職給付引当金   2,321百万円

  繰越欠損金   700百万円

  その他   57百万円

繰延税金資産小計   3,620百万円

評価性引当額   △826百万円

繰延税金資産合計   2,793百万円

  固定資産圧縮積立金   △440百万円

  特別償却準備金   △12百万円

  その他有価証券評価差額金   △113百万円

  その他   △19百万円

繰延税金負債合計   △585百万円

繰延税金資産の純額   2,207百万円

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内

訳  

  

  (繰延税金資産) 

  

  (繰延税金負債) 

  たな卸資産評価損  128百万円

  長期前払費用評価損  160百万円

  施設利用権評価損  36百万円

  貸倒引当金  21百万円

  未払費用  49百万円

  未払事業税   52百万円

  未払事業所税   21百万円

  賞与引当金   134百万円

  退職給付引当金   2,521百万円

  役員退職引当金   114百万円

  繰越欠損金   812百万円

  その他   88百万円

繰延税金資産小計   4,141百万円

評価性引当額   △1,027百万円

繰延税金資産合計   3,114百万円

  固定資産圧縮積立金   △478百万円

  特別償却準備金   △6百万円

  その他有価証券評価差額金   △474百万円

  その他   △20百万円

繰延税金負債合計   △981百万円

繰延税金資産の純額   2,132百万円

    

 2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の差異  

  法定実効税率   40.4％  

  (調整)   

  交際費等永久に損金に算入されない項目   3.6％  

  
受取配当金等永久に益金に算入されない項

目  
△1.4％  

  住民税均等割   1.4％  

  法人税の特別控除額  △1.2％  

  評価性引当額   0.5％  

  その他   0.1％  

  税効果会計適用後の法人税等の負担率   43.4％  

      

 2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の差異  

  法定実効税率   40.4％  

  (調整)   

  交際費等永久に損金に算入されない項目   2.8％ 

  
受取配当金等永久に益金に算入されない項

目 
△1.0％ 

  住民税均等割   1.0％ 

  法人税の特別控除額  △0.5％ 

  評価性引当額の増減  △0.7％ 

  連結調整勘定償却額   2.5％ 

  その他   1.4％ 

  税効果会計適用後の法人税等の負担率   45.9％  

      



（セグメント情報） 
  
【事業の種類別セグメント情報】 

  
前連結会計年度（自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日） 

  
当連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

  
  
（注）1．事業区分の方法 
     製品の種類の類似性を考慮し、事業区分を行っている。 
  
   2．各事業区分の主要製品 

 

  
パッケージング
プラント事業 
（百万円） 

メカトロシステ
ム事業 
（百万円） 

  
計 

（百万円） 

  
消去又は全社 
（百万円） 

  
連結 

（百万円） 

Ⅰ売上高及び営業損益           
 売上高           

 (1)外部顧客に対する売上高 33,144 9,063 42,207 － 42,207 

 (2)セグメント間の内部売上
高又は振替高 

100 670 771 △771 － 

計 33,244 9,733 42,978 △771 42,207 

 営業費用 29,226 10,020 39,247 602 39,849 

 営業利益又は営業損失（△） 4,017 △286 3,731 △1,373 2,357 

Ⅱ資産、減価償却費及び資本的
支出 

          

 資産 33,100 9,391 42,491 13,102 55,594 

 減価償却費 798 295 1,093 54 1,147 

 資本的支出 600 279 879 36 916 

  
パッケージング
プラント事業 
（百万円） 

メカトロシステ
ム事業 
（百万円） 

  
計 

（百万円） 

  
消去又は全社 
（百万円） 

  
連結 

（百万円） 

Ⅰ売上高及び営業損益           
 売上高           

 (1)外部顧客に対する売上高 33,548 12,703 46,251 － 46,251 

 (2)セグメント間の内部売上
高又は振替高 

315 1,607 1,922 △1,922 － 

計 33,863 14,310 48,174 △1,922 46,251 

 営業費用 31,049 13,680 44,729 △461 44,267 

 営業利益 2,814 630 3,444 △1,461 1,983 

Ⅱ資産、減価償却費及び資本的
支出 

          

 資産 32,466 9,770 42,237 15,796 58,033 

 減価償却費 853 308 1,161 61 1,223 

 資本的支出 1,985 257 2,243 533 2,777 

事業区分 主要製品 

パッケージングプラント事業 
洗浄機、殺菌機、充填機、キャッピング機、ラベル貼機、函入函出積荷機、
コンベア、製函機、函詰封かん機、農業用選果・選別システムなど 

メカトロシステム事業 

レーザ加工機やレーザマーキングシステムなどのレーザ応用システム、ハン
ダボールマウンタなどの半導体製造システム、レーザ手術および治療装置や
人工透析システムなどの医療機器、発酵処理機やろ過脱水機などの環境設備
システム、高速混気ジェット洗浄機など 



  
   3．「消去又は全社」に含めた金額および主な内容は、以下のとおりである。 

  
   4．会計処理の変更 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基準」を適
用しており、この結果、従来の方法によった場合と比べ「消去又は全社」の営業費用が50百万円増加している。また、「連結財務諸表作
成のための基本となる重要な事項 ４．会計処理基準に関する事項 (3)重要な引当金の計上基準」に記載のとおり、役員退職金は、従来、
支出時の費用として処理していたが、当連結会計年度より内規に基づく期末要支給額を役員退職引当金として計上する方法に変更してい
る。これにより「消去又は全社」の営業費用は５百万円増加している。 

  
  
【所在地別セグメント情報】 
  

  前連結会計年度（自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日） 
   全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦内の割合が、いずれも90％を超えるた

め、所在地別セグメント情報の記載を省略している。 
  
  当連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 
   全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦内の割合が、いずれも90％を超えるた

め、所在地別セグメント情報の記載を省略している。 
  
  

【海外売上高】 
  
  前連結会計年度（自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日） 
   海外売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が10％未満であるため、海外売上高の記載を省略している。 
  
  当連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 
                                             

  （注）1. 国又は地域の区分方法は、地理的近接度によっており、各区分に属する主な国又は地域は次のとおりである。 
       (1) ア  ジ  ア ・・・ 中国・韓国・タイ 
       (2) 北    米 ・・・ 米国・カナダ 
       (3) その他の地域 ・・・ 中南米・欧州・大洋州 
     2. 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高（ただし、連結会社間の内部売上高を除く）である。 
  
  
  
  
 

  前連結会計年度 当連結会計年度 主な内容 

消去又は全社の項目に含めた配賦
不能営業費用の金額（百万円） 

1,373 1,461 
提出会社における管理部門（総務部、人事
部、経理部等）に係る費用である。 

消去又は全社の項目に含めた全社
資産の金額（百万円） 

13,096 15,796 
提出会社における余資運用資金(現金及び預
金、有価証券、投資有価証券)、および管理
部門に係る資産等である。 

  アジア 北 米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 3,461 1,784 556 5,802 

Ⅱ 連結売上高（百万円）       46,251 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 7.5 3.8 1.2 12.5 



(関連当事者との取引) 
  
  前連結会計年度（自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日）および当連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18

年６月30日） 
  
    該当事項はない。 
  
  
  
  
（１株当たり情報） 
  

  
（注）1. 1株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  
2. 1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

（注）当連結会計年度の普通株主に帰属しない金額（うち利益処分による役員賞与金）５百万円は、決算期が３月である連結子会社に係るものであ
る。 

  
  
  
  
（重要な後発事象） 
  
    該当事項はない。 
  
  
  
  
  
 

前連結会計年度 当連結会計年度 
（自 平成16年７月１日 （自 平成17年７月１日 
至 平成17年６月30日） 至 平成18年６月30日） 

 １株当たり純資産額 1,040円91銭   １株当たり純資産額 1,093円51銭  

 １株当たり当期純利益 32円30銭   １株当たり当期純利益 42円29銭  

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜
在株式がないため記載していない。 

  

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜
在株式がないため記載していない。 

  

項目 
前連結会計年度 当連結会計年度 

（平成17年６月30日現在） （平成18年６月30日現在） 
   
 純資産の部の合計額           －        29,781百万円 

 純資産の部の合計額から控除する金額          －          937百万円 

（うち少数株主持分）          －         （937百万円） 

 普通株式に係る期末の純資産額          －        28,843百万円 

 期末の普通株式の数          －         26,376千株 

項目 
前連結会計年度 当連結会計年度 

（自 平成16年７月１日 （自 平成17年７月１日 
至 平成17年６月30日） 至 平成18年６月30日） 

   
 当期純利益          911百万円         1,120百万円 

 普通株主に帰属しない金額          59百万円           5百万円 

（うち利益処分による役員賞与金）         （ 59百万円）          （ 5百万円） 

 普通株式に係る当期純利益          852百万円         1,115百万円 

 普通株式の期中平均株式数         26,378千株         26,377千株 



  ⑤【連結附属明細表】 
  
  【社債明細表】 
  

    ※愛媛県信用保証協会は、エスアイ精工㈱の土地および建物に対し、担保権を設定している。 
  
    (注)連結決算日後５年内における償還予定額は次のとおりである。 

  
  

  【借入金等明細表】 
  

    (注) 1.平均利率の算定は、当期末の残高および利率を用いた加重平均利率である。 
       2.長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年以内における返済予定額は、次のとおりである。 

  
  
  
  
  
（２）【その他】 
  
    該当事項はない。 
  
  

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

利率
(％)

担保 償還期限 

エスアイ精工㈱ 
第1回無担保社債(愛媛
信用金庫、愛媛県信用
保証協会共同保証付) 

平成15年1月27日 100 100 0.83 ※ 平成20年1月25日

エスアイ精工㈱ 

第2回無担保社債(株式
会社伊予銀行、愛媛県
信用保証協会共同保証
付) 

平成15年1月27日 100 100 0.82 ※ 平成20年1月25日

合計 － － 200 200 － － － 

１年以内 
(百万円) 

１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内 
(百万円) 

３年超４年以内 
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

－        200 － － － 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金     2,299     2,423 1.94 － 

１年以内に返済予定の長期借入金      376      628 1.66 － 

長期借入金 
(１年以内に返済予定のものを除く) 

    1,612     2,824 1.69 
平成19年7月～ 

平成25年5月

その他の有利子負債       －       － － － 

合計     4,288     5,876 － － 

１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内 
(百万円) 

３年超４年以内 
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

       729         684         658         377 



２【財務諸表等】 
（１）【財務諸表】 
  ①【貸借対照表】 

 

 

  前事業年度 
（平成17年６月30日現在） 

当事業年度 
（平成18年６月30日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）             

Ⅰ 流動資産             

1.現金及び預金     4,501     6,282   

2.受取手形     2,994     1,846   

3.売掛金 ※5   14,587     12,888   

4.製品     652     249   

5.原材料     594     646   

6.仕掛品     3,344     3,820   

7.貯蔵品     22     24   

8.前渡金     2     10   

9.前払費用     157     156   

10.繰延税金資産     260     263   

11.未収入金     21     87   

12.その他     31     20   

13.貸倒引当金     △4     △3   

流動資産合計     27,168 56.3   26,292 52.3 

Ⅱ 固定資産               

（1）有形固定資産 ※1,2             

1.建物   4,607     5,785   

2.構築物   113     182   

3.機械及び装置   999     1,073   

4.車輌及び運搬具   4     4   

5.工具・器具及び備品   715     749   

6.土地   5,179     5,583   

7.建設仮勘定   213     21   

有形固定資産合計   11,832 24.5   13,400 26.6 

（2）無形固定資産             

1.特許権   14     53   

2.ソフトウェア   96     75   

3.技術使用権   221     175   

4.その他   26     26   

無形固定資産合計   358 0.8   331 0.7 

（3）投資その他の資産             

1.投資有価証券   5,175     6,112   

2.関係会社株式   1,329     2,023   

3.出資金   1     1   

4.長期貸付金   4     4   

5.従業員に対する長期貸付金   2     6   

6.破産債権   0     3   

7.差入保証金   199     197   

8.長期前払費用   6     7   

9.繰延税金資産   1,726     1,480   

10.その他   463     451   

11.貸倒引当金   △37     △40   

投資その他の資産合計   8,870 18.4   10,247 20.4 

固定資産合計   21,062 43.7   23,978 47.7 

資産合計   48,230 100.0   50,271 100.0 

              



  

  
  

 次へ 
  
  
  

  前事業年度 
（平成17年６月30日現在） 

当事業年度 
（平成18年６月30日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

1.支払手形     281     192   

2.買掛金 ※5   10,468     10,003   

3.一年内返済予定長期借入金     －     229   

4.未払金     120     122   

5.未払法人税等     820     485   

6.未払事業所税     43     46   

7.未払消費税等     141     －   

8.未払費用     2,130     2,056   

9.前受金     689     895   

10.預り金     42     45   

11.賞与引当金     143     148   

12.役員賞与引当金     －     50   

13.設備支払手形     256     79   

流動負債合計     15,139 31.4   14,356 28.6 

Ⅱ 固定負債               

 1.長期借入金     －     1,270   

2.退職給付引当金     5,402     5,692   

3.役員退職引当金     －     279   

4.債務保証損失引当金     276     220   

固定負債合計     5,679 11.8   7,462 14.8 

負債合計     20,818 43.2   21,818 43.4 

                

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※3   11,392 23.6   － － 

Ⅱ 資本剰余金               

1.資本準備金     9,812     －   

  資本剰余金合計     9,812 20.3   － － 

Ⅲ 利益剰余金               

 1.利益準備金     662     －   

 2.任意積立金               

（1）配当準備積立金   1,000     －     

（2）固定資産圧縮積立金   644     －     

（3）特別償却準備金   23     －     

（4）別途積立金   3,800 5,468   － －   

 3.当期未処分利益     917     －   

 利益剰余金合計     7,048 14.6   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     167 0.4   － － 

Ⅴ 自己株式 ※4   △1,008 △2.1   － － 

  資本合計     27,412 56.8   － － 

  負債・資本合計     48,230 100.0   － － 

      



  

  
  

  前事業年度 
（平成17年６月30日現在） 

当事業年度 
（平成18年６月30日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）  
 

            

Ⅰ 株主資本               

 1.資本金     － －   11,392 22.7 

2.資本剰余金               

（1）資本準備金   －     9,812     

 資本剰余金合計     － －   9,812 19.5 

3.利益剰余金               

（1）利益準備金   －     662     

（2）その他利益剰余金               

   配当準備積立金   －     1,200     

   固定資産圧縮積立金   －     668     

   特別償却準備金   －     9     

   別途積立金   －     4,100     

   繰越利益剰余金   －     917     

 利益剰余金合計     － －   7,558 15.0 

4.自己株式     － －   △1,008 △2.0 

 株主資本合計     － －   27,754 55.2 

Ⅱ 評価・換算差額等               

 1.その他有価証券評価差額金     －     697   

評価・換算差額等合計     － －   697 1.4 

  純資産合計     － －   28,452 56.6 

  負債純資産合計     － －   50,271 100.0 

                



  

  ②【損益計算書】 

 

  前事業年度 当事業年度 

（自 平成16年７月１日 （自 平成17年７月１日 

至 平成17年６月30日） 至 平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     37,186 100.0   36,914 100.0 

                

Ⅱ 売上原価               

1．製品期首たな卸高   632     652     

2．当期製品製造原価 ※3,4 31,435     31,046     

    合計   32,068     31,698     

 3．製品期末棚卸高   652 31,416 84.5 249 31,449 85.2 

  売上総利益     5,770 15.5   5,465 14.8 

                

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

 1．輸送費   378     360     

 2．販売手数料   69     102     

 3．広告宣伝費   76     78     

 4．旅費交通費   426     457     

 5．貸倒引当金繰入額   0     2     

 6．役員報酬   337     309     

7．給料   1,109     1,129     

 8．賞与   347     357     

 9．厚生費   191     196     

 10．賞与引当金繰入額   32     33     

  11．役員賞与引当金繰入額   －     50     

 12．退職給付引当金繰入額   258     244     

  13．役員退職引当金繰入額   －     4     

 14．減価償却費   78     73     

 15．事務費   144     148     

 16．その他   611 4,065 10.9 662 4,212 11.4 

  営業利益    1,704 4.6   1,252 3.4 

               

Ⅳ 営業外収益               

 1．受取利息   1     2     

 2．受取配当金 ※3 87     85     

 3．投資有価証券売却益   57     400     

 4．固定資産賃貸料 ※3 87     108     

 5．雑収入 ※3 152 386 1.0 131 729 2.0 

                

Ⅴ 営業外費用               

 1．支払利息   4     11     

 2．手形売却損   36     21     

 3．賃貸資産減価償却費等   31     51     

4．たな卸資産処分損   97     34     

 5．たな卸資産評価損   176     64     

 6．雑損失   17 363 1.0 9 194 0.6 

  経常利益     1,727 4.6   1,787 4.8 



  

  
  

  次へ 
  
  

  前事業年度 当事業年度 
  （自 平成16年７月１日 （自 平成17年７月１日 
  至 平成17年６月30日） 至 平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

                

Ⅵ 特別利益               

 1．固定資産売却益 ※2 22     －     

 2．投資有価証券売却益   －     87     

 3．債務保証損失引当金戻入   －     73     

 4．国庫補助金等   － 22 0.1 148 309 0.9 

                

Ⅶ 特別損失               

 1．固定資産処分損 ※1 12     25     

 2．関係会社株式評価損   －     58     

 3．退職給付変更時差異償却   273     －     

 4．過年度役員退職引当金繰入   －     274     

 5．債務保証損失引当金繰入   63     17     

 6．その他   5 355 1.0 39 414 1.1 

  税引前当期純利益     1,393 3.7   1,682 4.6 

  法人税、住民税及び事業税   1,042     971     

  法人税等調整額   △461 580 1.5 △117 853 2.4 

  当期純利益     813 2.2   828 2.2 

  前期繰越利益     236     －   

  中間配当額     131     －   

  当期未処分利益     917     －   

               



   製造原価明細書  

              

  

（注）  

  

  
前事業年度  当事業年度  

（自 平成16年７月１日  （自 平成17年７月１日  

  至 平成17年６月30日）    至 平成18年６月30日）  

区分  
注記  

番号  
金額（百万円）  

構成比
（％）

金額（百万円）  
構成比
（％）

               

Ⅰ 材料費    18,244   56.1 17,836   55.9 

Ⅱ 労務費    6,844   21.1 6,587   20.7 

Ⅲ 経費  ※2 7,426   22.8 7,473   23.4 

  当期総製造費用      32,514 100.0   31,897 100.0 

  仕掛品期首たな卸高      2,728     3,344   

   他勘定受入高  ※3   6     14   

    合 計      35,250     35,256   

 他勘定振替高  ※4   470     388   

  仕掛品期末たな卸高      3,344     3,820   

  当期製品製造原価      31,435     31,046   

                

前事業年度  当事業年度  

 1. 原価計算の方法は、個別原価計算によっている。
 

※2. 主なものは、次のとおりである。  
   外注加工費                  4,730百万円  
   旅費交通費                    697百万円  
   減価償却費                    810百万円  
※3. 主なものは、工具・器具及び備品からの振替額である。  
※4. 主なものは、次のとおりである。  
   工具・器具及び備品への振替額  136百万円  
   たな卸資産処分損への振替額   73百万円  
   たな卸資産評価損への振替額   176百万円  
  

 1. 同 左
 

※2. 主なものは、次のとおりである。  
   外注加工費                  4,788百万円  
   旅費交通費                    623百万円  
   減価償却費                    851百万円  
※3. 主なものは、工具・器具及び備品からの振替額である。  
※4. 主なものは、次のとおりである。  
   工具・器具及び備品への振替額  186百万円  
   たな卸資産処分損への振替額   34百万円  
   たな卸資産評価損への振替額   64百万円  



  ③【利益処分計算書】  

  

(注) ※1. 固定資産圧縮積立金取崩額は、法人税法および租税特別措置法の規定によるものである。  

   ※2. 特別償却準備金取崩額は、租税特別措置法の規定によるものである。  

    

 

株主総会承認年月日  
  

  

前事業年度  

（平成17年９月27日）  

区分  
注記  

番号 
金額（百万円）  

Ⅰ 当期未処分利益  
  

  917 

        

Ⅱ 任意積立金取崩額        

  1．固定資産圧縮積立金取崩額  ※1 32   

  2．特別償却準備金取崩額  ※2 6 39 

     合計      957 

        

Ⅲ 利益処分額        

  1．配当金    131   

  2．役員賞与金  

    (うち監査役賞与金)  
 
  

55
(  4) 

 3．配当準備積立金    200   

  4．別途積立金    300 686 

Ⅳ  次期繰越利益     270 

       



  

  ④【株主資本等変動計算書】  
  当事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日）  

  
  

 次へ  

  

  

（単位：百万円）

  

株主資本  
評価・換
算差額等

資本金  

資本  
剰余金  

利益剰余金  

自己  
株式  

株主資
本合計  

その他有
価証券評
価差額金

資本  
準備金  

利益  
準備金  

その他利益剰余金  

配当準
備積立
金  

固定資産
圧縮積立
金  

特別償
却準備
金  

別途積
立金  

繰越利
益剰余
金 

平成17年６月30日残
高  

11,392 9,812 662 1,000 644 23 3,800 917 △1,008 27,245 167 

事業年度中の変動額                        

前事業年度に係る固
定資産圧縮積立金の
取崩  

        △32     32   －    

前事業年度に係る特
別償却準備金の取崩  

          △6   6   －    

固定資産圧縮積立金
の積立  

        88     △88   －    

固定資産圧縮積立金
の取崩  

        △31     31   －    

特別償却準備金の取
崩  

          △6   6   －    

剰余金の配当                △263   △263   

利益処分による役員
賞与  

              △55   △55   

配当準備積立金の積
立  

      200       △200   －    

別途積立金の積立              300 △300   －    

当期純利益                828   828   

自己株式の取得                  △0 △0   

株主資本以外の項目
の事業年度中の変動
額（純額）  

                    530 

事業年度中の変動額
合計  

－ －  －  200 24 △13 300 △0 △0 509 530 

平成18年６月30日残
高  

11,392 9,812 662 1,200 668 9 4,100 917 △1,008 27,754 697 



重要な会計方針  
  

 

  
前事業年度  当事業年度  

（自 平成16年７月１日  （自 平成17年７月１日  
  至 平成17年６月30日）    至 平成18年６月30日）  

1.有価証券の評価基
準及び評価方法  

(1) 子会社株式及び関連会社株式  
移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券  
  ① 時価のあるもの  

決算日の市場価格等に基づく時価法（評
価差額は全部資本直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により算定）  

② 時価のないもの  
移動平均法による原価法 
  

(1) 子会社株式及び関連会社株式  
同 左  

(2) その他有価証券  
  ① 時価のあるもの  

決算日の市場価格等に基づく時価法（評
価差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定）  

② 時価のないもの  
同 左  

2.デリバティブの評
価基準及び評価方
法 

時価法  同 左  

3.たな卸資産の評価
基準及び評価方法  

(1) 原材料・貯蔵品  
総平均法による原価法  

(2) 製品・仕掛品  
個別法による原価法  
  

(1) 原材料・貯蔵品  
同 左  

(2) 製品・仕掛品  
同 左  

4.固定資産の減価償
却の方法  

(1) 有形固定資産  
定率法  
なお、平成10年４月以降取得した建物（建

物附属設備は除く）については、定額法によ
っており、また取得価額10万円以上20万円未
満の減価償却資産については、３年間で均等
償却する方法によっている。  
主な耐用年数は以下のとおりである。  
建物          8～38年  
構築物         7～45年  
機械及び装置      4～13年  
工具・器具及び備品   2～17年  

  

(1) 有形固定資産  
同 左  

  

  (2) 無形固定資産  
定額法  
なお、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５年）に基
づく定額法を採用しており、市場販売目的の
ソフトウェアについては、見込販売数量を勘
案のうえ販売可能な有効期間（３年以内）に
より償却している。  
  

(2) 無形固定資産  
同 左  

  
(3) 長期前払費用  

均等償却  
  

(3) 長期前払費用  
同 左  

5.外貨建の資産及び
負債の本邦通貨へ
の換算基準  

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場
により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
している。  

同 左  

  

  

6.引当金の計上基準  (1) 貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を検討し、回収不能見込額を計上してい
る。  

  

(1) 貸倒引当金 
同 左  

  

  (2) 賞与引当金 
従業員賞与の支給に備えるため、将来の支

給見込額のうち当期の負担額を計上してい
る。  
  

(2) 賞与引当金 
従業員賞与の支給に備えるため、将来の支

給見込額のうち当事業年度の負担額を計上し
ている。  

  
  (3) ―  (3) 役員賞与引当金  

役員賞与の支給に備えるため、支給見込額
に基づき当事業年度の負担額を計上してい
る。  

  



  

 

  
前事業年度  当事業年度  

（自 平成16年７月１日  （自 平成17年７月１日  
  至 平成17年６月30日）    至 平成18年６月30日）  

  (4) 退職給付引当金  
 従業員の退職給付に備えるため、当期末に
おける退職給付債務および年金資産の見込額
に基づき、当期末において発生していると認
められる額を計上している。  
 会計基準変更時差異(1,367百万円)について
は、５年による按分額を費用処理している。  
 数理計算上の差異については、その発生時
の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数(12年)による定額法により按分した額をそ
れぞれ発生の翌事業年度から費用処理するこ
ととしている。  
 過去勤務債務については、その発生時の従
業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(12
年)による定額法により費用処理している。  
  

(4) 退職給付引当金  
 従業員の退職給付に備えるため、当事業年
度末における退職給付債務および年金資産の
見込額に基づき、当事業年度末において発生
していると認められる額を計上している。  
数理計算上の差異については、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数(12年)による定額法により按分した額をそ
れぞれ発生の翌事業年度から費用処理するこ
ととしている。  
 過去勤務債務については、その発生時の従
業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(12
年)による定額法により費用処理している。  

  
  
  

  
(5) ―

 

  

(5) 役員退職引当金 
役員退職金の支出に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上している。 
（会計処理の変更） 
役員退職金は、従来、支出時の費用として

処理していたが、当事業年度より内規に基づ
く期末要支給額を役員退職引当金として計上
する方法に変更している。 
この変更は、役員の在任期間の状況から将

来における役員退職金の負担額が重要性を増
していること、また役員退職引当金を計上す
る会計慣行が定着していることから、当事業
年度において役員退職金の内規を整備し、役
員の在任期間にわたって合理的に費用配分す
ることにより、期間損益の適正化および財務
内容の健全化を図るために行うものである。 
この変更により、当事業年度の発生額４百

万円は販売費及び一般管理費に、また過年度
相当額274百万円は特別損失に計上している。
この結果、従来の方法によった場合と比べ営
業利益および経常利益は４百万円、税引前当
期純利益は279百万円それぞれ減少している。 

  
  (6) 債務保証損失引当金  

保証債務の履行に伴う損失に備えるため、
保証先の経営状態を勘案し、保証契約毎の損
失発生の可能性を個別に判定して損失負担見
込額を計上している。  
  

(6) 債務保証損失引当金  
  同 左  

7.リース取引の処理
方法  

  

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計
処理によっている。  

  

  同 左  



 

  
前事業年度  当事業年度  

（自 平成16年７月１日  （自 平成17年７月１日  
  至 平成17年６月30日）    至 平成18年６月30日）  

8.ヘッジ会計の方法  ① ヘッジ会計の方法  

為替予約および通貨オプションのうち、振当
処理の要件を満たしている場合は振当処理を採
用している。  

同 左  

  ② ヘッジ手段およびヘッジ対象  
外貨建予定取引、外貨建金銭債権債務の為替

変動リスクをヘッジするために為替予約または
通貨オプションを利用している。  

  

  ③ ヘッジ方針  
実需に基づき、外貨額と受渡時期が確実にな

った場合に限定し、その為替変動リスクを回避
するためにデリバティブ取引を利用することを
基本方針としている。  
  

  

9.その他財務諸表作
成のための基本と
なる重要な事項  

消費税等の会計処理方法  
税抜方式によっている。  

  

消費税等の会計処理方法  
  同 左  



  
会計処理の変更  

  

  
  
  
表示方法の変更  

  

 

前事業年度  当事業年度  
（自 平成16年７月１日  （自 平成17年７月１日  

  至 平成17年６月30日）    至 平成18年６月30日）  

― 

  

  

（固定資産の減損に係る会計基準）  
当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見
書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））および「固
定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準
委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号）
を適用している。なお、これによる損益に与える影響はな
い。  
  

― 

  

（役員賞与に関する会計基準）  
当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企業

会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第４号）
を適用している。この結果、従来の方法によった場合と比
べ営業利益、経常利益および税引前当期純利益が50百万円
それぞれ減少している。  
  

― 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）  
当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 
企業会計基準第５号）および「貸借対照表の純資産の部の
表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員
会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適
用している。  
従来の「資本の部」の合計に相当する金額は28,452百万

円である。 
なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度におけ

る貸借対照表の「純資産の部」については改正後の財務諸
表等規則により作成している。  
  

前事業年度  当事業年度  
（自 平成16年７月１日  （自 平成17年７月１日  

  至 平成17年６月30日）    至 平成18年６月30日）  

（貸借対照表関係）  
「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年６月

９日法律第97号）により、証券取引法第２条第２項第３号
において投資事業有限責任組合およびこれに類する組合へ
の出資が有価証券とみなされることとなったため、従来、
投資その他の資産の「出資金」に含めて表示していた投資
事業組合への出資金を、当事業年度より「投資有価証券」
に含めて表示している。  
この変更により、投資その他の資産の「投資有価証券」

は126百万円増加し、「出資金」は同額減少している。  
  

―  

（損益計算書関係）  
「たな卸資産処分損」は営業外費用の総額の100分の10

以上となったため、当事業年度より区分掲記することとし
た。なお、前事業年度における営業外費用の「雑損失」に
含まれる「たな卸資産処分損」は5百万円である。  
  

―  

  



  
追加情報  

  

  
  

  次へ  
  
  
  

前事業年度  当事業年度  
（自 平成16年７月１日  （自 平成17年７月１日  

  至 平成17年６月30日）    至 平成18年６月30日）  

（法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表
示方法）  
実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」
（企業会計基準委員会 平成16年２月13日）が公表された
ことに伴い、当事業年度から同実務対応報告に基づき、法
人事業税の付加価値割および資本割を販売費及び一般管理
費に計上している。これにより、販売費及び一般管理費が
82百万円増加し、営業利益、経常利益および税引前当期純
利益がそれぞれ同額減少している。  
  

―  
  



注記事項 
  
 (貸借対照表関係) 
  

  
  
 

前事業年度  当事業年度  
（平成17年６月30日現在）  （平成18年６月30日現在）  

  
※1. 有形固定資産の減価償却累計額  
  

 

12,967百万円
 

 
  
※1. 有形固定資産の減価償却累計額  
  

 

13,611百万円
 

  

  

  
※2. 取得価額から控除されている圧縮記帳額  

673百万円
  

  

※2. 取得価額から控除されている圧縮記帳額  
670百万円

  

  
  
※3. 会社が発行する株式及び発行済株式の総数  

会社が発行する株式の総数  

  
※3. ― 

  
  

普通株式 80,300千株   
発行済株式総数      
普通株式 27,500千株   

ただし、定款の定めにより、株式消却が行われた場合
には、これに相当する株式数を減ずることになってい
る。  

  
※4. 当社が保有する自己株式の数 

普通株式 
  

1,122,888株

  
  

※4. ― 
  

  

  
  
※5. 関係会社に対する資産及び負債  

  
※5. 関係会社に対する資産及び負債  

  

  
売掛金  306百万円   売掛金  392百万円   

買掛金  3,800百万円   買掛金  3,403百万円  
  
6. 偶発債務  

   保証債務  
エス・ビー・ワイ機工㈱  

シブヤマシナリー㈱  

金沢システムハウス㈱  

㈱テクノ工業  

シブヤ精工㈱  

エスアイ精工㈱ 

北国総合リース㈱  

リコーリース㈱ 

   エス・ビー・ワイ機工㈱の金額は、債務保証損失引当
金の額を控除している。  
  

銀行借入 413百万円  

銀行借入 725百万円  

銀行借入 30百万円  

銀行借入 160百万円  
割引手形 45百万円  

銀行借入 450百万円  

銀行借入 1,205百万円  
割引手形 672百万円  
社債 20百万円  

リース債権に対する損害金 5百万円  

リース債権に対する損害金 7百万円  

  
 6. 偶発債務  
   保証債務  

シブヤ機工㈱  

シブヤマシナリー㈱  

金沢システムハウス㈱  

㈱テクノ工業  

シブヤ精工㈱  

ホップマンコーポレーション   

北国総合リース㈱                   

リコーリース㈱                   

   シブヤ機工㈱は当事業年度においてエス・ビー・ワイ
機工㈱が名称変更したものであり、同社および㈱テク
ノ工業の金額は、債務保証損失引当金の額を控除して
いる。  

  

銀行借入 486百万円  

銀行借入 625百万円  

銀行借入 30百万円  

銀行借入 136百万円  

銀行借入 430百万円  

銀行借入 345百万円  
  （3百万米ドル）  

リース債権に対する損害金 17百万円  

リース債権に対する損害金 4百万円  

7. 受取手形割引高  
  

3,032百万円  
  

7. 受取手形割引高  
  

1,344百万円  
  

8. 配当制限  
   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価を

付したことにより増加した純資産額は167百万円であ
る。  

  

8. ―  
  



(損益計算書関係) 
  

  
  
  
  
(株主資本等変動計算書関係) 
  
当事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 
  
自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の増加522株は、単元未満株式の買取によるものである。 
  
  

  前へ  次へ  
  
  
  

前事業年度  当事業年度  
（自 平成16年７月１日  （自 平成17年７月１日  

  至 平成17年６月30日）    至 平成18年６月30日）  

  

※1．固定資産処分損の資産別内訳  

  

※1．固定資産処分損の資産別内訳  

機械及び装置  2百万円  工具・器具及び備品  23百万円  

工具・器具及び備品  10百万円  その他  1百万円  

  計  12百万円    計  25百万円  

  

※2．固定資産売却益の資産別内訳  

  

※2．― 

建物 2百万円  

機械及び装置 0百万円  

工具・器具及び備品 2百万円  

土地 17百万円  

  計 22百万円  

  

※3．関係会社との取引  ※3．関係会社との取引  

原材料の仕入高 7,351百万円  原材料の仕入高 7,205百万円  

受取配当金 27百万円  受取配当金 27百万円  

固定資産賃貸料 85百万円  固定資産賃貸料 89百万円  

雑収入 42百万円  雑収入 46百万円  

  

※4．当期製造費用に含まれる研究開発費の総額  

  

※4．当期製造費用に含まれる研究開発費の総額  

438百万円  584百万円  

    

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 1,122,888  522  － 1,123,410  



 （リース取引関係）  
  

  
  
  
  
 （有価証券関係）  
  

前事業年度および当事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 
  
  
  前へ  次へ 
  
  

前事業年度  当事業年度  
（自 平成16年７月１日  （自 平成17年７月１日  

  至 平成17年６月30日）    至 平成18年６月30日）  

１.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引  

  

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額  

  

 (2) 未経過リース料期末残高相当額  

  

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額  

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法  

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を10％とした定

率法により計算される各期の減価償却費相当額に９分

の10を乗じた額とする方法によっている。  

  

  
取得価額  
相当額 

減価償却累
計額相当額 

期末残高
相当額  

  (百万円) (百万円) (百万円)

車輌及び運搬具  22  11  11 

工具・器具及び備品 122  83  38 

合計  144  95  49 

  １年内  24百万円  

  １年超  54百万円  

   合計  78百万円  

支払リース料  29百万円  

減価償却費相当額  33百万円  

支払利息相当額  1百万円  

１.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引  

  

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額  

  

 (2) 未経過リース料期末残高相当額  

  

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額  

  

 (4) 減価償却費相当額の算定方法  

     同 左  

  

取得価額
相当額  

減価償却累
計額相当額 

期末残高
相当額  

(百万円) (百万円) (百万円)

車輌及び運搬具  15 9  6 

工具・器具及び備品 94 75  19 

合計  110 84  26 

１年内  21百万円

１年超  30百万円

合計  52百万円

支払リース料  25百万円

減価償却費相当額  21百万円

支払利息相当額  1百万円

(5) 利息相当額の算定方法  

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっている。  

  

２.オペレーティング・リース取引  

     未経過リース料  

１年内  3百万円  

１年超  5百万円  

合計  8百万円  

    

 (5) 利息相当額の算定方法  

    同 左  

  

  

  

２.オペレーティング・リース取引  

     未経過リース料 

１年内  2百万円

１年超  6百万円

合計  9百万円



（税効果会計関係）  
  

  

 

前事業年度  
（平成17年６月30日現在）  

当事業年度  
（平成18年６月30日現在）  

  

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内

訳 
  
（繰延税金資産）  

  
（繰延税金負債）  

  

  

 たな卸資産評価損 

 施設利用権評価損 

 未払事業税  

 未払事業所税  

 未払費用  

 賞与引当金  

 退職給付引当金  

 債務保証損失引当金  

 その他  

78百万円

35百万円

78百万円

17百万円

38百万円

58百万円

2,117百万円

111百万円

6百万円

繰延税金資産合計  2,542百万円

 固定資産圧縮積立金  

 特別償却準備金  

 その他有価証券評価差額金  

 その他  

△415百万円

△11百万円

△113百万円

△15百万円

繰延税金負債合計  △555百万円

繰延税金資産の純額  1,987百万円

   

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内

訳  
  
（繰延税金資産）  

  
（繰延税金負債）  

たな卸資産評価損  

 施設利用権評価損  

関係会社株式評価損  

 未払事業税  

 未払事業所税  

 未払費用  

 賞与引当金  

 役員賞与引当金  

 退職給付引当金  

 役員退職引当金  

 債務保証損失引当金 

 その他  

93百万円

35百万円

23百万円

45百万円

18百万円

36百万円

59百万円

20百万円

2,301百万円

112百万円

89百万円

7百万円

繰延税金資産小計  2,844百万円

評価性引当額  △149百万円

繰延税金資産合計  2,695百万円

 固定資産圧縮積立金  

 特別償却準備金  

 その他有価証券評価差額金  

 その他  

△454百万円

△6百万円

△473百万円

△16百万円

繰延税金負債合計  △951百万円

繰延税金資産の純額  1,744百万円

   

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の差異 
  

  

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の間の差異（1.2％）が法定実効税率の100分の５以下で

あるため記載を省略している。 

  

法定実効税率 40.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 41.6％

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の差異  
  

法定実効税率 40.4％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.6％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.3％

住民税均等割 0.7％

評価性引当額 8.9％

その他 △0.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 50.7％

   



  
（１株当たり情報） 
  

  
(注)1.１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりである。  

  
   2.１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりである。  

   
  
  
  
  
（重要な後発事象） 
  

該当事項はない。 
  
  

  前へ  
  
  
  

前事業年度  当事業年度  
（自 平成16年７月１日  （自 平成17年７月１日  

  至 平成17年６月30日）    至 平成18年６月30日）  

１株当たり純資産額       1,037円15銭  
１株当たり当期純利益       28円75銭  
  
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載していない。  
  

１株当たり純資産額       1,078円68銭  
１株当たり当期純利益       31円42銭  
  
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載していない。  

項目  
前事業年度  当事業年度  

（平成17年６月30日現在） （平成18年６月30日現在） 

純資産の部の合計額  

純資産の部の合計額から控除する金額  

普通株式に係る期末の純資産額  

期末の普通株式の数 

 －  

 －  

 －  

 －  

28,452百万円  

     －  

28,452百万円  

26,376千株  

項目  

前事業年度  当事業年度  

（自 平成16年７月１日 （自 平成17年７月１日 

  至 平成17年６月30日）   至 平成18年６月30日） 

当期純利益  

普通株主に帰属しない金額  

(うち利益処分による役員賞与金) 

普通株式に係る当期純利益  

普通株式の期中平均株式数  

813百万円  

55百万円  

(  55百万円 ) 

758百万円  

26,378千株  

 828百万円  

     －  

(   －    ) 

 828百万円  

 26,377千株  



⑤【附属明細表】  
【有価証券明細表】  
【株式】  

  
  
【その他】  

  
  
  

 

銘柄  
株式数  貸借対照表計上額  
(株) (百万円) 

投資有価証券  
その他有
価証券  

㈱北國銀行  2,143,600 1,086 

横河電機㈱  412,920 673 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ  393 628 

第一三共㈱  149,973 472 

㈱みずほフィナンシャルグループ  408 395 

ハウス食品㈱ 200,000 346 

サッポロホールディングス㈱  553,000 320 

トヨタ自動車㈱  30,000 179 

ローム㈱ 15,000 153 

㈱セントラルファイナンス  170,000 144 

三井不動産㈱ 50,000 124 

その他42銘柄  825,118 1,239 

計 4,550,412 5,763 

種類及び銘柄  
投資口数等  貸借対照表計上額  
(株) (百万円) 

投資有価証券  
その他有
価証券  

証券投資信託の受益証券      

インデックスオープン 225 10,200 42 

インデックスファンド 225 465,868,734 190 

投資事業有限責任組合への出資持分      

アント・ＬＢ１号投資事業組合  2 95 

石川県ベンチャー育成投資事業有限責任
組合  

5 21 

計  465,878,941 348 



  
【有形固定資産等明細表】  
  

 （注）1.建物の当期増加額のうち1,423百万円は、ＲＰ森本第二工場の新設によるものである。  
    2.無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」および「当期減少額」の記載を省

略している。  
  
  
  
【引当金明細表】  

  

   (注)1. 貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、一般債権の貸倒実績率洗替額である。  
2. 債務保証損失引当金の当期減少額の「その他」は、保証先の財務状況に改善がみられたため、これに相当する金額を戻入れた
ものである。 

  
  
  

資産の種類  
前期末残高  
（百万円）  

当期増加額  
（百万円）  

当期減少額  
（百万円）  

当期末残高  
（百万円）  

当期末減価
償却累計額
又は 

償却累計額  
（百万円）  

当期償却額  
（百万円）  

差引当期末
残高  

（百万円）  

有形固定資産                

建物  11,923 1,542 2 13,463 7,677 364 5,785 

構築物  546 99 －  645 462 29 182 

機械及び装置  3,692 251 78 3,864 2,790 169 1,073 

車輌及び運搬具  36 1 2 35 31 1 4 

工具・器具及び備品  3,209 332 142 3,398 2,648 260 749 

土地  5,179 404 －  5,583 －  －  5,583 

建設仮勘定  213 24 217 21 －  －  21 

有形固定資産計  24,800 2,655 443 27,011 13,611 825 13,400 

無形固定資産                

特許権  －  － －  117 64 10 53 

ソフトウェア  －  － －  167 92 34 75 

技術使用権  －  － －  399 224 80 175 

その他  －  － －  28 2 0 26 

無形固定資産計  －  － －  714 383 125 331 

長期前払費用  11 3 1 13 5 2 7 

区分  
前期末残高  
（百万円）  

当期増加額  
（百万円）  

当期減少額  
（目的使用）  
（百万円）  

当期減少額  
（その他）  
（百万円）  

当期末残高  
（百万円）  

貸倒引当金  42 6 －  4 44 

賞与引当金  143 148 143 －  148 

役員賞与引当金  －  50 －  －  50 

役員退職引当金  －  279 －  －  279 

債務保証損失引当金  276 17 －  73 220 



（２）【主な資産及び負債の内容】  
    
     当事業年度末（平成18年６月30日現在）における主な資産及び負債の内容は次のとおりである。  
  
  ① 現金及び預金  

  
  
  ② 受取手形  
  
   (イ) 相手先別内訳  

  
   (ロ) 期日別内訳  

  
  
  ③ 売掛金  
  
   (イ) 相手先別内訳  

 

区分  金額(百万円) 

現金  28 

預金  
当座預金  
普通預金  
通知預金  
定期預金  
別段預金  

  
568 
365 

3,110 
2,209 

0 

計  6,253 

合計  6,282 

相手先 金額(百万円) 

ニプロ㈱  
㈱山善  
カゴメラビオ㈱ 
キンキサイン㈱ 
丸善食品工業㈱ 
その他 

647 
258 
96 
73 
61 
708 

合計  1,846 

期日  
平成18年  
7月 

  
8月  

  
9月 

  
10月 

  
11月  

  
12月  

平成19年  
1月以降  

合計  

金額  
（百万円）  

183 522 590 298 173 49 27 1,846 

相手先 金額(百万円) 

㈱アセプティック・システム  
ゼリア新薬工業㈱ 
森永乳業㈱  
サントリー㈱ 
三共㈱  
その他  

2,897 
861 
841 
686 
499 

7,102 

合計  12,888 



    (ロ) 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況  

  

  
  
④ たな卸資産  
  
   (イ) 製品   

  
  
   (ロ) 原材料  

  
   (ハ) 仕掛品  

  
  
   (二) 貯蔵品  

  
  
 

前期末残高  
(百万円) 

当期発生高  
(百万円) 

当期回収高  
(百万円) 

当期末残高  
(百万円) 

回収率(％) 滞留期間(日) 

14,587 38,660 40,360 12,888 75.8 129.7 

（注）１．回 収 率 ＝  
当期回収高  

× 100 
前期末残高＋当期発生高  

        

  ２．滞留期間 ＝  
(前期末残高＋当期末残高) ÷ ２  

  
当期発生高 ÷ 365 

    

  ３．消費税等の会計処理は税抜方式を採用しているが、上記金額には消費税等が含まれている。  

区分  金額(百万円) 

メカトロシステム製品  249 

合計  249 

区分  金額(百万円) 

普通鋼  
ステンレス鋼 
非鉄金属 
パッケージングプラント関連機器  
メカトロシステム関連機器 

5 
40 
7 
47 
544 

合計  646 

区分  金額(百万円) 

パッケージングプラント製品  
（酒類用プラント） 
（食品用プラント） 
（薬品・化粧品用プラント） 
（その他）  

メカトロシステム製品  

2,631 
（    171） 
（  1,713） 
（   732） 
（    14） 

1,189 

合計  3,820 

区分  金額(百万円) 

 作業服  
カタログ  
その他  

5 
10 
8 

合計  24 



  ⑤ 支払手形  
  
   (イ) 相手先別内訳  

  
   (ロ) 期日別内訳  

  
  
  ⑥ 買掛金 

  
  
  
  ⑦ 退職給付引当金 

  
  
  
  
（３）【その他】  
  
   該当事項はない。 
  
  
  

相手先  金額(百万円) 

ファナック㈱ 
三機工業㈱  
㈱ミスミ 
大日本印刷㈱ 
日本テイラー㈱  
その他  

41 
14 
10 
9 
8 

107 

合計  192 

期日  平成18年7月  8月  9月  10月  11月  合計  

金額(百万円) 25 28 50 49 39 192 

相手先  金額(百万円) 

シブヤマシナリー㈱  
シブヤシーエス㈱ 
日本電気㈱  
エスアイ精工㈱  
オークラ輸送機㈱ 
その他  

684 
599 
185 
176 
162 

8,196 

合計  10,003 

項目  金額(百万円) 

退職給付債務  
年金資産 
未認識数理計算上の差異  
未認識過去勤務債務  

12,897 
△6,577 
△974 
346 

合計  5,692 



第６【提出会社の株式事務の概要】 
  

  

決算期 ６月30日 

定時株主総会 ９月中 

基準日 ６月30日 

株券の種類 
100株券、500株券、1,000株券、10,000株券及び100株未満の株式につきその株
数を表示した株券 

中間配当基準日 12月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号 住友信託銀行株式会社 

  取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 １枚につき300円 

単元未満株式の買取り・
買増し 

  

  取扱場所 大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号 住友信託銀行株式会社 

  取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店 

  買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】  
  
１【提出会社の親会社等の情報】  
  

当社には、親会社等はない。 
  
  

２【その他の参考情報】  
  
  当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。  
  
 (1)有価証券報告書      （ 事業年度 自 平成16年７月１日     平成17年９月30日 
   及びその添付書類       （第57期） 至 平成17年６月30日 ）   関東財務局長に提出。  
  
(2)半期報告書        （ 第58期中 自 平成17年７月１日     平成18年３月28日  

                        至 平成17年12月31日 ）   関東財務局長に提出。  
  

  
  
  
  
  
 



  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】  
  

該当事項はない。 



  
独立監査人の監査報告書 

 

平成１７年９月２７日

澁谷工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている澁谷工

業株式会社の平成16年７月１日から平成17年６月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。
 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。
 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、澁

谷工業株式会社及び連結子会社の平成17年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以 上
 

  
  

  

明澄監査法人 

代表社員 
業務執行社員 公認会計士  向 山 典 佐 

代表社員 
業務執行社員 公認会計士  菊 野 一 裕 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途
保管している。 



独立監査人の監査報告書 

 

平成１８年９月２７日

澁谷工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

  

 
 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている澁谷工業株式会社の

平成17年７月１日から平成18年６月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株

主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、澁谷工業株式会

社及び連結子会社の平成18年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４．会計処理基準に関する事項（３）重要な引当金の計上基準に記載されている

とおり、会社は、従来役員退職金を支出時の費用として処理していたが、当連結会計年度より内規に基づく期末要支給額を役員退職

引当金として計上する方法に変更している。 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当連結会計年度より役員賞与に関する

会計基準及び貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準が適用されることとなるため、これらの会計基準により連結財務諸表

を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

明澄監査法人 

代表社員 
業務執行社員 

公認会計士  向 山  典 佐 

代表社員 
業務執行社員 

公認会計士  菊 野  一 裕 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管している。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成１７年９月２７日

澁谷工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている澁谷工

業株式会社の平成16年７月１日から平成17年６月30日までの第５７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、澁谷工

業株式会社の平成17年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  
  
  
  

  

明澄監査法人 

代 表 社員 
業務執行社員 公認会計士  向 山 典 佐 

代 表 社員 
業務執行社員 公認会計士  菊 野 一 裕 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別
途保管している。 



  
独立監査人の監査報告書 

平成１８年９月２７日

澁谷工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている澁谷工業株式会社の

平成17年７月１日から平成18年６月30日までの第58期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計

算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、澁谷工業株式会社の

平成18年6月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。 

  

追記情報 

重要な会計方針６．引当金の計上基準（５）に記載されているとおり、会社は従来、役員退職金を支出時の費用として処理してい

たが、当事業年度より内規に基づく期末要支給額を役員退職引当金として計上する方法に変更している。 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は、当事業年度より役員賞与に関する会計基準及び貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準が適用されることとなるため、これらの会計基準により財務諸表を作成している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関はない。 

以 上 

  

  

  

明澄監査法人 

代表社員 
業務執行社員 

公認会計士  向 山  典 佐 

   

代表社員 
業務執行社員 

公認会計士  菊 野  一 裕 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。 
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